
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

i-Constructionの取り組み

中国地方建設技術開発交流会

国土交通省 国土技術政策総合研究所



国土技術政策総合研究所について



国総研の使命

2つくば（旭、立原庁舎）横須賀庁舎

住宅・社会資本分野における唯一の国の研究機関として、
技術を原動力に、
現在そして将来にわたって
安全・安心で活力と魅力ある国土と社会の実現を目指しています。



1．i-Construction



i-Construction トップランナー施策 （Ｈ２８～）
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民 間 公 共

Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 Ｈ２６年度 Ｈ２７年度

ICTの全面的な活用（ICT施工） 施工時期の平準化等

○ 公共工事は第1四半期(4～6月)に
工事量が少なく、偏りが激しい。

○ 適正な工期を確保するための２
か年国債を設定。Ｈ２９当初予算
においてゼロ国債を初めて設定。

（工事件数） （i-Construction）

平準化された
工事件数

＜技能者＞
・収入安定
・週休二日

＜発注者＞

・計画的な
業務遂行

＜受注者＞

・人材・機材
の効率的
配置

平準化

（工事件数） 閑散期 繁忙期 （現状）
現状の工事件数

＜技能者＞

・閑散期は仕事
がない

・収入不安定

・繁忙期は休暇
取得困難

＜発注者＞

・監督・検査
が年度末
に集中

＜受注者＞

・繁忙期は監理技
術者が不足

・閑散期は人材・
機材が遊休

○設計、発注、材料の調達、加工、組立等
の一連の生産工程や、維持管理を含めた
プロセス全体の最適化が図られるよう、全
体最適の考え方を導入し、サプライチェー
ンの効率化、生産性向上を目指す。

○Ｈ２８は機械式鉄筋定着および流動性を
高めたコンクリートの活用についてガイド
ラインを策定。

○部材の規格（サイズ等）の標準化により、
プレキャスト製品やプレハブ鉄筋などの工
場製作化を進め、コスト削減、生産性の向
上を目指す。

プレキャストの進

化

©大林組

©三井住友建設

（例）定型部材を組み合わせた施工

（例）鉄筋のプレハブ化、埋設型枠の活用現場打ちの効率化

全体最適の導入
（コンクリート工の規格の標準化等）

クレーンで設置 中詰めコン打設

クレーンで設置

○調査・測量、設計、施工、検査等のあ
らゆる建設生産プロセスにおいてICTを
全面的に活用。

○３次元データを活用するための１５の
新基準や積算基準を整備。

○国の大規模土工は、発注者の指定で
ICTを活用。中小規模土工についても、
受注者の希望でICT土工を実施可能。

○全てのICT土工で、必要な費用の計上、
工事成績評点で加点評価。

ドローン等を活用
し、調査日数を削
減

３次元設計データ
等により、ICT建
設機械を自動制御
し、建設現場の
ICT化を実現。

３次元測量点群デー
タと設計図面との差
分から、施工量を自
動算出

【建設現場におけるICT活用事例】
規格の標準化 全体最適設計 工程改善

コンクリート工の生産性向上のための３要素

《3次元測量》

《ICT建機による施工》

《3次元データ設計図》

出典：建設総合統計より算出
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ＩＣＴの全面的な活用（ＩＣＴ土工）

測量

発注者

OK

設計・
施工計画

施工 検査i-Construction

設計図に合わ
せ丁張り設置

検測と施工を繰
り返して整形

丁張りに合わせ
て施工

③ICT建設機械による
施工

④検査の省力化①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる
設計・施工計画

ドローン等による写真測量等によ
り、短時間で面的（高密度）な３次
元測量を実施。

３次元測量データ
（現況地形）と設計図
面との差分から、施
工量（切り土、盛り土
量）を自動算出。

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御し、
建設現場のIoT（※）を実施。

ドローン等による３次元測
量を活用した検査等により、
出来形の書類が不要とな
り、検査項目が半減。

測量
設計・
施工計画

検査従来方法

測量の実施

平面図 縦断図

横断図

設計図から施工
土量を算出

施工

① ② ③ ④

※IoT（Internet of Things）とは、様々なモノにセ

ンサーなどが付され、ネットワークにつながる
状態のこと。

３次元設計データ等
を通信

書類による検査 5



ＩＣＴ土工の流れ（起工測量～出来形測量）

起工測量～出来形測量（概要）

3次元設計データ作成

3次元出来形管理等の施工管理

ドローン等を用いた3次元測量

事前の地形データが空中写真測量（ＵＡＶ）等で計
測されている場合は、空中写真測量（ＵＡＶ）による
出来形計測結果を用いて、出来形数量を算出

施
工
・
出
来
形
測
量
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ＩＣＴ土工の流れ（3次元設計データ作成）

3DMC、3DMG用
3次元設計データ
（各社のフ マ ト）

設計変更、数量算出

ベンダ

作成

3次元データの利用用途
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□ICT建機による施工
ICT建機のブルドーザやバックホウに施工用設計データを提供、MG（マシンガイダン
ス）やMC（マシンコントロール）機能を用いて、現地施工を行う。３D施工データによりガ
イダンス(誘導）されるので丁張りが不要

【ＩＣＴ建機のバックホウの液晶画面】
画面に施工目標と自機の状態表示を行ってい
る。

仕上がり面

【ＩＣＴ建機のブルドーザの液晶画面】
画面施工目標と自機の状態表示を行ってい
る。
MC（マシンコントロール）の場合は、オ
ペレータは前後進のみの操作で、ブレード
は自動で上下する。

ICT建機による施工（ブルドーザとバックホウ）
平成28年6月7日撮影

設計データを元に効率的な施工の実現

ＩＣＴ土工の流れ（ICT建設機械による施工）
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ＩＣＴ土工と従前の作業比較

丁張りが必要

従前（丁張り必要） ＩＣＴ土工（丁張り不要）

3次元設計データにより
自動制御等が可能
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ＩＣＴの活用状況と効果～土工・舗装・浚渫～

■ICT施工の実施状況

■ICT施工の効果（H30）

工種
平成28年度 平成29年度 平成30年度

公告工事 ICT実施 公告工事 ICT実施 公告工事 ICT実施

土工 1,625 584 1,952 815 1,675 960

舗装工 － － 197 79 203 80
浚渫工 － － 28 24 70 65

○ＩＣＴ土工の実施にあたり、ＩＣＴ用の基準類を整備するとともに、発注時の総合評価や完成時の工事成績における加点
評価等によりＩＣＴ施工を促進

○ 平成30年度においては、ICT土工については対象工事として発注した工事のうち、約６割の960件の工事でICT土工を
実施し、約3割の施工時間の短縮効果を確認

○ あわせて、ICTに関する研修やベストプラクティスの共有等により知見の蓄積や人材育成、モチベーションの向上等を促進

■i-Constructionに関する研修

■ベストプラクティスの共有等
・i-Construction大賞(大臣表彰制度)の拡充

第２回表彰式(H31.1.21)開催

※施工業者向けと発注者向けの重複箇所あり

H28年度 H29年度 H30年度

施工業者向け 281 356 348

発注者向け 363 373 472

合計※ 644 729 820



２．貫徹に向けた取り組み



H28 H29 H30 R1 R2以降
生産性革命元年 前進の年 深化の年 貫徹の年

１５基準
（新規9・改定6）

３３基準
（新規15・改定18）

３０基準
（新規13・改定17）

２９基準
（新規14・改定15）

予定

ＩＣＴ施工における基準類の整備（工種拡大）

ICT土工

ICT舗装工（H29アスファルト舗装・H30コンクリート舗装）

ICT浚渫工

ICT浚渫工（河川）

ICT付帯構造物設置工

ICT地盤改良工

 平成28年度の土工を皮切りに、主要工種から順次、ICT活用に向けた基準類を整備

ICT法面工

※測量分野については、平成30年度からICT活用拡大（1基準を新規策定、1基準を改定）
※維持管理分野（点検）については、平成30年度からICT活用拡大（2基準を新規策定）
※建築分野（官庁営繕）については、平成30年度からICT活用拡大（1基準を新規策定、1基準を改定） 17



○ 工事現場で施工されるすべての工種にＩＣＴ
を活用し、生産性向上を図る取組を推進

ＩＣＴの全面的活用を実現する工種拡大イメージ（道路工事）

法面工

舗装工

土工（盛土・切土）

土工（軟岩）

地盤改良工

付帯構造物設置工
・排水構造物
・側溝・縁石
・擁壁等

舗装修繕工※

※H31は試行

：ICT導入済み

：今年度よりICT導入

13



ＩＣＴの全面的活用を実現する工種拡大イメージ（河川工事）

浚渫工（河川）

舗装工

付帯構造物設置工
・コンクリートブロック
・排水構造物

地盤改良工

土工（河床掘削）

土工（盛土・切土）

：ICT導入済み

：来年度よりICT導入
○ 工事現場で施工されるすべての工種にＩＣＴ
を活用し、生産性向上を図る取組を推進
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i-Constructionの貫徹に向けたモデル事務所の決定について

 i-Constructionを一層促進し、平成31年の「貫徹」に向け、３次元データ等を活用
した取組をリードする直轄事業を実施する事務所を決定。

 これにより、設計から維持管理までの先導的な３次元データの活用やICT等の新技術
の導入を加速化。

 調査・設計から維持管理までBIM/CIMを活用しつつ、3次元データの活用やICT等の
新技術の導入を加速化させる『３次元情報活用モデル事業』を実施。

 集中的かつ継続的に3次元データを利活用することで、事業の効率化を目指す。

 国土交通省直轄事業において工事の大部分でICTを活用する『ICT-Full活用工事』の
実施など、積極的な３次元データやICT等の新技術の活用を促進。

 地方公共団体や地域企業のi-Constructionの取組をサポートする事務所として、
i-Constructionの普及・拡大を図る。

★ その他、全事務所において
 ICT土工をはじめとする建設分野におけるICTの活用拡大など、i-Constructionの原則実施
を徹底し、国土交通省全体でi-Constructionの貫徹に向けた着実な取組を推進。

※ モデル事務所を含む。

① i-Constructionの取組を先導する「i-Constructionモデル事務所」 （全国10事務所）

② ICT-Full活用工事の実施や地域の取組をサポートを行う「i-Constructionサポート事務所」
（全国53事務所※）

15



『i-Constructionモデル事務所』について

地形・地質モデル（調査、測量）

設計モデル（検討・調整）

ＶＲ等の最新機器の活用

現地確認（360°カメラ）

効果の検証、ノウハウの蓄積

施工モデル（属性付与）

 調査・設計から維持管理までBIM/CIMを活用しつつ、3次元データの活用やICT等の
新技術の導入を加速化させる『３次元情報活用モデル事業』を実施
 継続的に3次元データを活用することで、業務プロセスの改善に取り組み、建設生産・管理システ
ム全体の効率化に向けた不断の改善を図る
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南部国道

小樽開発建設部

青森河川国道

岩手河川国道
秋田河川国道

鳴瀬川総合開発工事

仙台河川国道
山形河川国道

福島河川国道

日光砂防

下館河川

大宮国道

東京国道

横浜国道

甲府河川国道

千葉国道

静岡国道

信濃川河川

高崎河川国道

八ッ場ダム工事

富山河川国道

金沢河川国道

高山国道

土佐国道

宮崎河川国道大隅河川国道

熊本河川国道

福岡国道

佐賀国道

長崎河川国道

山口河川国道

広島国道 岡山国道

松江国道

鳥取河川国道

奈良国道

浪速国道

紀南河川国道

徳島河川国道

豊岡河川国道
福知山河川国道

福井河川国道

滋賀国道

長野国道

新丸山ダム工事

愛知国道

紀勢国道

大分河川国道

松山河川国道

富士砂防

立野ダム工事

サポート事務所

モデル事務所

モデル事務所・サポート事務所について

天竜川上流河川

（モデル事務所を含む）

香川河川国道

モデル事務所 ３次元情報活用モデル事業

小樽開発建設部 一般国道５号 倶知安余市道路

鳴瀬川総合開発工事事務所 鳴瀬川総合開発事業

信濃川河川事務所 大河津分水路改修事業

甲府河川国道事務所
新山梨環状道路

甲府河川国道事務所

新丸山ダム工事事務所 新丸山ダム建設事業

豊岡河川国道事務所
円山川中郷遊水地整備事業（河川事業）

北近畿豊岡自動車道 豊岡道路

岡山国道事務所 国道２号大樋橋西高架橋

松山河川国道事務所 松山外環状道路インター東線

立野ダム工事事務所 立野ダム本体建設事業

南部国道事務所 小禄道路
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『i-Constructionサポート事務所』について

 工事の大部分でICTを活用する『ICT-Full活用工事』を実施
 工事現場で施工される工種の大部分でICTを活用するため、工事全体の3D設計

データを作成し、施工・出来形管理を3Dデータで実施
 地方公共団体や地域企業のi-Constructionの取組をサポート

ICT-Full活用工事
～道路改良工事の例～

ICT-Full活用工事
～河川改修工事の例～

：ICT導入済み ：来年度よりICT導入
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ICT土工基準類の解説

国土交通省 国土技術政策総合研究所

社会資本マネジメント研究センター

社会資本施工高度化研究室



ＩＣＴの全面的な活用（ICT土工）

測量

発注者

O
K

設計・
施工計画

施工 検査i-Construction

設計図に合わ
せ丁張り設置

検測と施工を繰
り返して整形

丁張りに合わせ
て施工

③ICT建設機械による
施工

④検査の省力化①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる
設計・施工計画

ドローン等による写真測量等によ
り、短時間で面的（高密度）な３次
元測量を実施。

３次元測量データ
（現況地形）と設計
図面との差分から、
施工量（切り土、盛
り土量）を自動算出。

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御し、
建設現場のIoT（※）を実施。

ドローン等による３次元測
量を活用した検査等により、
出来形の書類が不要とな
り、検査項目が半減。

測量
設計・
施工計画

検査従来方法

測量の実施

平面図 縦断図

横断図

設計図から施工
土量を算出

施工

① ②

③

④

※IoT（Internet of Things）とは、様々なモノにセ
ンサーなどが付され、ネットワークにつながる
状態のこと。

３次元設計データ
等を通信

これまでの情報化施
工の部分的試行

・重機の日当たり
施工量約1.5倍

・作業員 約1/3

３次元
データ作成

２次元
データ作成

書類による検査
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施工プロセス ＩＣＴ施工技術

①３次元起工測量 １）空中写真測量（無人航空機）を用いた起工測量
２）地上型レーザースキャナーを用いた起工測量
３）トータルステーション等光波方式を用いた起工測量
４）トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた起工測量
５）ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた起工測量
６）無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた起工測量
７）地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた起工測量
８）その他の３次元計測技術を用いた起工測量

②３次元設計データ
作成

③ＩＣＴ建設機械によ
る施工

１）３次元マシンコントロールまたは３次元マシンガイダンスブルドーザ
２）３次元マシンコントロールまたは３次元マシンガイダンスバックホウ
３）3次元マシンガイダンスバックホウ機能をベースマシンに持つ地盤改良機

④３次元出来形管理
等の施工管理

出来形管理：（３次元起工測量の１）～７）に同じ）
及び ８）施工履歴データを用いた出来形管理（河床掘削）

９）施工履歴データを用いた出来形管理（地盤改良工）
10）その他の３次元計測技術を用いた出来形管理

品質管理：ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた締固め回数管理

⑤３次元データの納
品・検査

○施工プロセスの全ての段階（下記①～⑤）においてICT施工技術を全面的に活用する工事

ＩＣＴ活用工事（土工）とは

2



3

ＩＣＴ土工の流れ

UAV写真測量
レーザスキャナー等
を活用した
３D現況測量

発注図書（図面）から
３D設計データ
を作成する

３次元起工測量

３次元設計デー
タ作成

ICT建設機械に
よる施工

３次元出来形管
理等の施工管理

３次元データの
納品と検査

3Dマシンコントロール
3Dマシンガイダンス
を利用した施工

UAV写真測量
レーザスキャナー等
を活用した
出来形管理計測

作成、利用した
３Dデータの納品

・要求精度の規定
・点密度の規定
・計測プロセスの規定
・精度確認手法の規定

・新たな出来形管理基準
・新たな出来形管理資料

ポイント

ポイント

・新たな納品形式
・書面確認事項
・実地検査の手法

ポイント

日本建設機械施工協会 作成



３次元起工測量



３次元設計データ作成

(株)建設システム 提供



ICT建設機械による施工
ICTブルドーザによる整地／ICTバックホウによる法面整形



３次元出来形管理等の施工管理



３次元データの納品と検査
３次元データの納品については別の講義で説明します。



地上型レーザースキャ
ナー

音響測深機器 ＩＣ建機の施工履歴データ

9

無人航空機を用いた空中
写真測量

無人航空機搭載型レーザー
スキャナー

地上移動体搭載型レー
ザースキャナー

ICT活用工事における適用技術の例

日本建設機械施工協会 作成



空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）
空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）

地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）
地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）

無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）
無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）

地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）
地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）

ＩＣＴ活用工事（土工）に適用される要領類

ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理要領（土工編）
ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）

ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理要領（土工編）（案）
ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）

ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来形管理要領（土工編）（案）
ＲＴＫ-ＧＮＳＳを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）

ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理要領（案）
ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理監督検査要領（案）

施工履歴データによる土工の出来高算出要領（案）

ステレオ写真測量（地上移動体）を用いた土工の出来高算出要領（案）

出来形管理

品質管理

出来高管理

10

点群計測

単点計測

出来形管理要領→主に施工者向け
監督・検査要領→主に発注者向け



UAVの写真測量等で得られる３次元点群データからなる面的な竣工形状で評価

３次元計測により計測された点群（多数の点）の標高データを使って、効率的な面的施工管理を
実施 ⇒従来施工と同等以上の出来形品質を確保できる新たな面的な管理基準・規格値の設定。

既存の出来形管理基準では、代表管理断面において高さ、幅、長さを測定し評価従来

＜例：道路土工（盛土工）＞
測定基準：測定・評価は施工延長40m毎
規格値 ：基準高(H)：±50mm

法長 (ℓ)：-100mm
幅 (w)：-100mm

従来と同等の出来形品質を確保できる面的な測定基準・規格値を設定

＜例：道路土工（盛土工）＞
測定基準：測定密度は1点/m2以上、評価は平均値と全測点
規格値 ：設計面との標高較差（設計面との離れ）

平場 平均値：±50mm 全測点：±150mm
法面 平均値：±80mm 全測点：±190mm

点群ﾃﾞｰﾀ

1m2に１点以上

H

平場

法面

法面

小段

※法面には小段含む

ICT活用工事

11

ＩＣＴ活用工事の特徴[１]出来形管理の基準

土工部

その他 ＩＣＴ土工に関連工種として実施する付帯構造物、法面工（吹付け工）にＴＳ等
で得られる３次元計測データを用いた出来形管理手法が適用できる。

※）代表管理断面における高さ、幅、長さを測定し評価

H31年度より



ＩＣＴ活用工事の特徴[２]出来形計測等で使うデータ

密度処理 出来高、出来形

様式－31-2

工　種 道路土工 測点　

種　別 路体盛土工 合否判定結果 合格

規格値 判定

出来形合否判定総括表

測定項目

天端
標高較

差

平均値 28.2mm ±50mm

343
1点／m2以上

（343点以上）

評価面積

0.3％未満

（1点以下）

最大値(差） 91mm 150mm

最小値(差） -70mm -150mm

データ数

343

棄却点数 0

最大値(差） 153mm 190mm

棄却点数 0
0.3％未満

（1点以下）

法面
標高較

差

平均値 40.2mm ±80mm

最小値(差） -76mm -190mm

データ数 325
1点／m2以上

（325点以上）

評価面積 325

測

点

天端

天端の
ばらつき

規格値の±80%
以内のデータ数

343

規格値の±50%
以内のデータ数

340

法面の
ばらつき

規格値の±80%
以内のデータ数

324

規格値の±50%
以内のデータ数

287

処理前計測点群 クリーニング済み計測点群 → TINに変換

設計と計測面の差異の算出

帳票化

点群データ取得からデータ処理の流れ（イメージ）
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現場形状を、３次元計測技術により取得した3次元座標を持つ点群データで把握



ＩＣＴ活用工事の特徴 [２]出来形計測等で使うデータ

３次元点群データの密度の規定

13

 点群データの密度
・出来形計測データ ：0.01㎡当り１点以上（100mm×100mmに１点）
・数量算出岩線データ ：0.25㎡当り１点以上（500mm×500mmに１点）
・起工測量計測データ ：0.25㎡当り１点以上（500mm×500mmに１点）
・出来形評価用データ ：１㎡当り１点以上

数量算出・電子納品に供するデータ形式

 面データ作成
・出来高等の数量は設計と現況の面データを使って算出する。
・点群データを利用してTIN(不等三角網)を配して面データを作成する。

点群を結線したTINデータ

※ TINの結線については、実際の
地形に見合う形にする

点群データ（0.01㎡当り1点）
※データ点数約1.4百万点

点群データ（0.25㎡当り1点）
※データ点数約0.4百万点（背景の黒が目立つ）
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ＩＣＴ活用工事の特徴[３]出来形管理資料

出来形管理資料（出来形合否判定総括表）

 出来形評価用データと３次元設計データとを比較し、規格値以内かどうか自動判定
• 標高差を着色したヒートマップとして表現。
• 全点数の内0.3％は棄却可
• 規格値±80％、±50％を表現し、バラツキの評価に利用



監督・検査要領（土工編）
（案）等の導入により、
検査にかかる日数が
約１／５に短縮

ＩＣＴ機器を活用し、３次元モデルを用いた検査に対応するように要領・基準を改定。
⇒受発注者双方にとって、検査の大幅な省力化を図る。

検査日数が大幅に短縮
人力で計測

ＧＮＳＳローバーまたはＴＳで計測

10断面 ／ 2ｋｍ

２枚程度 ／ １現場

検査書類が大幅に削減

受注者
（設計と完成形の比較図表）

工事書類
(計測結果を手入力で作成)

任意の数箇所のみ ／ １現場

監督・検査要領（土工編）
（案）等の導入により、
検査書類が２／５０に削減

50枚 ／ 2ｋｍ

３次元モデルによる検査

（2kmの工事の場合 10日→２日へ）

ヒートマップを見て、
標高の高い部分、低い
部分を計測

15

ＩＣＴ活用工事の特徴[４]検査方法



通常工事とICT活用工事の監督・検査の相違点

16

ICT活用工事の監督・検査業務に必要な事項を、各種の『・・・を用いた出来形管理の監督・検査要領
(○○工編)』に定めている。

空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）
参考資料－１ 通常工事と「空中写真測量（UAV）を用いた出来形管理」の監督・検査の相違点比較一覧（道路土工）より



ＩＣＴ活用工事(土工)の出来形管理の流れ
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出来高数量算出（部分
払を含む）

起工測量 3D設計
データの作成

施工計画 工事基準点
の設置

出来形管理、検査

【監督事項】
・工事基準点の指示

・工事基準点の設置

【監督事項】
・施工計画書の受理・確認

【検査事項】
・書面検査
・実地検査

発
注
者

施工計画・準備段階

施
工
者

・標定点、検証点の設置
・UAV計測
・精度確認試験
・点群データ処理
・出来高数量算出
・設計図書の照査

・標定点、検証点の設置
・UAV計測
・精度確認試験
・点群データ処理
・出来形管理帳票の作成

【監督事項】
・出来形計測状況の把握
（出来形管理帳票による）

・精度確認試験の把握

・機器、ソフトウェアの選定、調達
・DIDの確認など

・施工計画書の作成・提出

・ 3D設計データの作成
・ 3D設計データの照査
（数量確認を含む）

【監督事項】
・精度確認試験の把握
・施工者が作成した3D設計
データの確認
・設計変更（必要に応じて）

施工計画・準備段階 施工段階
出来形管理・
検査段階

・標定点、検証点の設置
・UAV計測
・精度確認試験
・点群データ処理
・出来高数量算出

【監督事項】
・出来高数量算出結果の
確認
・精度確認試験の把握

【監督事項】
・工事基準点等の
設置状況の把握

【監督事項】
・設計図書等の貸与
・３次元化の指示

※詳細は、「空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領」を参照のこと。

例： 空中写真測量（無人航空機）による出来形管理の場合

ＩＣＴ活用工事（土工）の適応技術を用いた出来形管理を実施した場合の監督・検査方法は、従来と
異なり、「・・・（適用技術）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）」に従って実施される。



ＩＣＴ活用工事（土工）における監督職員の実施項目
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監督職員の実施項目

①施工計画書の受理・記載事項の確認
②基準点の指示
③設計図書の３次元化の指示
④工事基準点（標定点）等の設置状況の把握
※ SfMの利用にカメラ位置を直接計測できる手法を併用する場合は標定

点の設置は不要

④-2 ＧＮＳＳローバーの精度確認試験結果報告書の把握
※ 出来形計測以外でＧＮＳＳローバーを用い標定点及び検証点を設置し

た場合

⑤３次元設計データチェックシートの確認
⑥精度確認試験結果報告書の把握
⑦出来形管理状況の把握

１）施工計画書の受理・記載事項の確認
２）基準点の指示
３）工事基準点設置状況の把握
４）基本設計データチェックシートの確認
５）出来形管理状況の把握

従来（ＴＳ出来形管理） UAV写真測量を用いた出来形管理

 施工計画書の記載事項で適用工種、出来形計測箇所、適用する基準類、使用機器・ソフトウェア等を確認する。
 設計図書の３次元化はICT活用工事の適用範囲が対象となる。ICT活用工事の適用範囲外の部分に関しては従来通り。
 GNSSローバーを用い標定点及び検証点を設置した場合にはGNSSローバーの精度確認試験結果報告書の提出が必要となる。
 UAV写真測量では、計測毎に精度確認試験を行う必要がある。
 出来形管理図表の表現方法（様式）が変更されている。

留意点

18

例として、UAV写真測量を用いた出来形管理を実施した場合と、従来（ＴＳ出来形管理）との監督職員の
実施項目の違いを示す。

※ 基本設計データとは、線形＋横断形状で構成されるデータ
※ ３次元設計データとは、面（TIN等）＋線形で構成されるデータ

※ 赤字は、従来（ＴＳ出来形管理）と異なる箇所。

※ 詳細は、「空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・
検査要領」を参照のこと。



監督職員の実施項目の内容について
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受注者の空中写真測量（UAV）
による出来形管理作業フロー

監督職員の実施項目

施工計画書

準備工

３次元設計データ入力

（施 工）

出来形計測

出来形帳票作成等

①施工計画書の受理・記載事項の確認

②基準点の指示

④工事基準点等の設置状況の把握

⑤３次元設計データチェックシートの確認

⑦出来形管理状況の把握

①工事測量
②工事基準点設置
③設計照査

工事測量による修正

・適用工種、出来形計測箇所、出来形管理基準・規格値・出来形管理写真基準等
・使用機器・ソフトウェアについて施工計画書の記載及び添付資料等により確認
・撮影計画（撮影方法、計測性能、飛行の安全確保等）

・基準点の指示

・工事基準点の測量成果及び設置状況の把握
・空中写真測量に必要な標定点および検証点の測量成果及び設置状況の把握

・３次元設計データが設計図書を基に正しく作成されていることを、３次元設計データ
チェックシートにより確認

・出来形管理図表の把握

（通常工事の監督業務）

⑥カメラキャリブレーションおよび精度確認試験結果報告書の把握

③設計図書の３次元化の指示
・３次元設計データに基づいた設計照査や出来形管理、数量算出結果を受け取るた
めに、設計図書を３次元化することを受注者に指示

空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編） より

【 UAV写真測量を用いた場合】

 ①・・・撮影計画（撮影方法、計測性能、飛行の
安全確保等）の確認が必要

 ⑥・・・カメラキャリブレーションの把握も必要

「監督職員の実施項目」を実施する段階はICT活用工事に共通している。
一方、計測に用いる技術によって、監督職員の実施項目で内容の変わるものがある。

監督職員の実施項目は7段階

①施工計画書の受理・記載事項の確認

②基準点の指示

③設計図書の３次元化の指示

④工事基準点等の設置状況の把握

⑤３次元設計データ（または基本設計デ
ータ）チェックシートの確認

⑥精度確認試験結果報告書の把握

⑦出来形管理状況の確認

※内容の詳細は、各出来形管理の監
督・検査要領を参照のこと。



監督職員の実施項目の内容について
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・基準点の指示

受注者のＴＳによる
出来形管理作業フロー

監督職員の実施項目

②基準点の指示

③設計図書の３次元化の指示（面管理の場合）①工事測量

②工事基準点設置

③設計照査

工事測量による補正

基本設計データ入力 ３次元設計データ入力

面管理の場合

施工計画書

準備工

（施 工）

出来形計測

出来形帳票作成等

・３次元設計データに基づいた設計照査や出来形管理

⑥３次元設計データチェックシートの確認（面管理の場合）

・３次元設計データが設計図書を基に正しく作成されていることを、３次元設計
・データチェックシートにより確認

・適用工種、出来形計測箇所、出来形管理基準・規格値・出来形管理写真基準等
・使用機器・ソフトウェアについて施工計画書の記載及び添付資料等により確認

①施工計画書の受理・記載事項の確認

・工事基準点の測量成果及び設置状況の把握
④工事基準点設置状況の把握

・基本設計データが設計図書を基に正しく作成されていることを、基本設計データ
・チェックシートにより確認

⑤基本設計データチェックシートの確認

・計測状況の把握
⑦出来形管理状況の把握

（通常工事の監督業務）

⑤

(上) ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編） より
(下) 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編） より

【単点計測技術の場合】

・単点計測技術では出来形計測に標定点を必要としない。

 ④・・・標定点の設置状況の確認は不要

（工事基準点の確認のみ）

・単点計測技術の中には、面管理によらず従来の断面管
理に利用できるものがある。

 ⑤・・・断面管理による出来形管理では、３次元設計デ
ータではなく基本設計データが用いられる。

「監督職員の実施項目」を実施する段階はICT活用工事に共通している。
一方、計測に用いる技術によって、監督職員の実施項目で内容の変わるものがある。

監督職員の実施項目は7段階

①施工計画書の受理・記載事項の確認

②基準点の指示

③設計図書の３次元化の指示

④工事基準点等の設置状況の把握

⑤３次元設計データ（または基本設計デ
ータ）チェックシートの確認

⑥精度確認試験結果報告書の把握

⑦出来形管理状況の確認

※単点計測 →TS等光波方式など
※点群計測 →地上型レーザースキャナーなど

※内容の詳細は、各出来形管理の監
督・検査要領を参照のこと。



 ICT土工を部分的に適用する場合は、ICT土工の適用範囲以外については、従来通りの管理計画が必要。
 計測範囲が適用区域を包含し、５ｍ程度の余裕を持っている計画になっているか把握する。

適用工種

1. 適用技術を用いた出来形管理を実施する工種について、適用工種に該当していることを確認する。当該技術を用い
た出来形管理の監督・検査要領（○○編）（案）の「表－１適用工種」を参照。

（以下、当該技術を用いた出来形管理の監督・検査要領（○○編）（案）を「監督・検査要領」と記載する。）

2. 出来形計測箇所、出来形管理基準及び規格値、出来形管理写真基準等が、監督・検査要領の確認規定（「7.管理基
準及び規格値等」）に基づき記載されていることを確認する。

 施工計画書に記載されたＩＣＴ活用の適用区域・計測範囲が、協議で定めた区域・範囲に設定されていることを打ち合
わせ簿等で確認する。

工区1

計測範囲

適用区域

適用区域、計測範囲（記載例）適用基準・規格値等

※上記は河川土工の例

「土木工事施工管理基準及び規格値
（案）」の「１‐２‐３‐２‐２掘削工（面管理の
場合）」より抜粋

留意点

①施工計画書の受理・記載事項の確認
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※ 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形
管理の監督・検査要領（土工編）（案） より

※上記は河川土工の例
「写真管理基準（案）」の「撮影箇所一覧表（出来形管理）」の「１‐２‐３‐２掘削工」より



【ＩＣＴ活用の適用対象範囲の協議】

（UAV測量面積 約81,000m2）

（撮影範囲は、土工の実施工範囲だけでなく、前後区間や周囲
の用地境界等、やや広めの計画としている。）

例えば、従前の施工でもともと法長管理をしていな
かったような箇所（左図の法面の巻き込み等）は、
管理断面を境に面管理の対象から外すことが考え
られる。（この場合従前方式の管理も適用しない）

22

■施工範囲全体を適用対象とする必要は無い。
■生産性向上が目的であり、ＩＣＴ活用は手段であることに留意。



【ＩＣＴ適用対象範囲の設定例】

＜ＵＡＶやＴＬＳの計測対象から除外した例＞
• 水中部になる部分
• ブロック張り等のあと施工を連続的に行うため、土工面の一括計測が困難な場合
• 軟岩などで滑らかな整形ができない法面

水中部のためＶＡＶ写
真やＴＬＳ計測不可能

施工途中に不可視
部となる範囲

土工面

ブロック面

覆土面（面管理の対象）

面管理の対象範囲

＜ＵＡＶやＴＬＳの計測対象から除外した例＞
• 現場すり付けが優先される（正確な3次元設計データを作成できない）範囲。
• 沈下が想定されるため、出来形を数量や厚み管理で行う範囲。

本線

現場でのすりつけのため、出
来高には含めるが出来形管
理の対象外とした
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 UAV写真測量を用いる場合、精度確認試験結果報告書は施工計画段階では準備できず、計測毎に作成されることとなる。
 地上画素寸法は、デジタルカメラのセンサーサイズ、画素数、焦点距離と撮影高度の関係から求められる。

 ソフトウェアのうち、帳票作成を行うソフトウェア及び数量算出を行うソフトウェアについては、機能の要求仕様を策定し、これに準拠したソ
フトウェアの情報を国総研HPで公表している。（H30末時点でICT土工編のみ）

3. 使用機器・ソフトウェアの確認 【 UAV写真測量の場合】

 UAV及びデジタルカメラ：空中写真測量（UAV）のハードウェアとして有する計測精度が以下に示す性能と同等以
上の計測性能や測定精度を有し、適正な保守点検が行われている機器であること。

 使用するソフトウェア：空中写真測量（UAV）のソフトウェアが「空中写真測量（UAV）を用いた出来形管理要領（
土工編）（案）」に規定した機能を有するものであること。

保守点検

UAVの保守点検を実施し

たことを示す点検記録。製
造元等による保守点検を１
年に１回以上実施。

UAV本体 デジタルカメラ

計測性能

撮影計画に従って撮影する際
の地上画素寸法が10mm／

画素以内を確保できる記録画
素数であることを示すメーカカ
タログあるいは機器仕様書で
確認する。

測定精度

必要な測定精度を満たす空
中写真測量の結果であること
を示す精度確認試験結果報
告書が提出されていること。

計測性能 地上画素寸法が10mm/画素以内

測定精度 ±50mm以内

出来形管理を行う場合の計測性能・測定精度

３次元設計データ作成
ソフトウェア

メーカーカタログあるいはソ
フトウェア仕様書。

写真測量ソフトウェア

点群処理ソフトウェア

出来形帳票作成ソフトウェア

出来高算出ソフトウェア

この記載を確認
※写真測量ソフトウェアは除く

ソフトウェア

留意点

①施工計画書の受理・記載事項の確認
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※ 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） より
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レンズ中心

焦点距離

撮影高度

被写体（地上）
例：センサーサイズ：フルサイズ(36×24mm)

画素数：7360×4912(3600万画素)
焦点距離：28ミリ
の仕様のデジカメで、撮影高度が50ｍの場合

地上画素寸法 横１ピクセルあたり：8.734㎜＜10mm
縦１ピクセルあたり：8.724㎜＜10mm

イメージ



 精度確認試験は当該現場での使用から6 か月以内に実施したものであること。

 ソフトウェアのうち、帳票作成を行うソフトウェア及び数量算出を行うソフトウェアについては、機能の要求仕様を策定し、これに準拠したソ
フトウェアの情報を国総研HPで公表している。（H30末時点でICT土工編のみ）

3. 使用機器・ソフトウェアの確認 【地上型レーザースキャナー(TLS)の場合】

 TLS本体：「JSIMA115 地上型レーザースキャナー性能確認に関するガイドライン」（日本測量機器工業会規格）
に基づく試験成績表により計測範囲における座標測定精度が14mm 以内であることを確認できる機器である

こと。または、ＴＬＳのハードウェアとして有する測定精度が以下に示す性能と同等以上の測定精度を有し、適
正な精度管理が行われている機器であること。

 使用するソフトウェア：TLSで利用するソフトウェアが「地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土
工編）（案）」に規定した機能を有するものであること。

測定精度 計測範囲内で±20mm以内

色データ 色データの取得が可能であることが望ましい

出来形管理を行う場合の測定精度

３次元設計データ作成
ソフトウェア

メーカーカタログあるいはソ
フトウェア仕様書。

点群処理ソフトウェア

出来形帳票作成ソフトウェア

出来高算出ソフトウェア

ソフトウェア

留意点

①施工計画書の受理・記載事項の確認
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※ 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案） より

イメージ

この記載を確認

※当該現場での計測最大距離において、10ｍ以上離れた２つの評価点の
点間距離の測定精度。

測定精度
必要な測定精度を満たすＴＬＳを用いた計測結果であることを示す精度
確認試験結果報告書が提出されていること

精度管理
ＴＬＳ本体の保守点検を実施したことを示す点検記録。製造
元が推奨する有効期限内

適正な精度管理



 地上画素寸法が、各計測における所定寸法以下となっているか
 所定のラップ率（計測方向90%、隣接方向60%）は、写真測量を円滑に行うために必要です（実績値としての確認は不要です）。撮影区

域の高低差が大きい場合、ラップ率は対地高度の小さい条件で設定されているか。

 地上画素寸法は写真測量の精度に影響するため、所定の地上画素寸法が確保できる飛行経路及び飛行高度を計画する必要がありま
す。撮影区域の高低差が大きい場合、地上画素寸法は対地高度の大きい条件で設定されているか。

計測前に提出する詳細撮影計画記載例

4. 撮影計画①

 撮影方法、計測性能、安全確保に関して、各撮影前（起工測量、岩線計測、出来高計測、出来形計測）に提出することが記載され
ているかを確認する。

 計測性能・計測精度は提出された撮影計画で確認する。

要領の記載内容

ラップ率（計測方向） 90%

ラップ率（隣接方向） 60%

飛行高度

所定の地上画素寸法を確保できる高度

計測種別 地上画素寸法

出来形計測 10mm/画素

起工測量/岩線計測 20mm/画素

出来高計測 30mm/画素

基準

留意点

①施工計画書の受理・記載事項の確認
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【H28の要領】

ﾗｯﾌﾟ率が進行方向
90％,隣接60％とな

るような飛行計画と
する

【H29の改訂内容】
（留意点として追加）

実施ﾗｯﾌﾟ率（進行方向）が
80％以上であることを確認

できれば、飛行計画の規定
によらなくてもよい。

ＯＲ

【 UAV写真測量の場合のみ】



 飛行予定区域は飛行許可が必要な空域かどうか、また、承認が必要な飛行の方法か確認されているかどうか
 上記が必要な場合は飛行許可・承認書が添付されているか

飛行予定区域の確認結果例

4. 撮影計画②

 安全確保は、当該現場の飛行許可申請の必要性の確認されているか、必要な場合は許可・承認書の有無を確認

飛行許可・承認書（例） 飛行の許可が必要となる空域

承認が必要となる飛行の方法

留意点

①施工計画書の受理・記載事項の確認
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【 UAV写真測量の場合のみ】



 ICT土工を適用する場合は飛行許可申請の有無にかかわらず作成する必要がある。
 飛行マニュアルの作成にあたっては、「公共測量におけるUAVの使用に関する安全基準（案）」を参照することを基本とするが、計測区域

が現場内に限定できる場合は、最低2名以上での作業体制であること。

 安全確保

 飛行マニュアル（安全運行マニュアル）が各段階の撮影飛行までに準備することが記載されていることを確認する。

 飛行マニュアル（安全運行マニュアル）の提出時には、以下の記載事項が網羅されているか把握する。

（１）無人航空機の点検・整備 ａ）機体の点検・整備の方法

ｂ）機体の点検・整備の記録の作成方法

（２）無人航空機を飛行させる者の訓練 ａ）知識及び能力を習得するための訓練方法

ｂ）能力を維持させるための方法

ｃ）飛行記録（訓練も含む。）の作成方法

ｄ）無人航空機を飛行させる者が遵守しなければならない事項

（３）無人航空機を飛行させる際の安全を確保
するために必要な体制

ａ）飛行前の安全確認の方法

ｂ）無人航空機を飛行させる際の安全管理体制

ｃ）無人航空機の飛行による人の死傷、第三者の物件の損傷、飛行時における機体の
紛失又は航空機との衝突若しくは接近事案といった非常時の対応及び連絡体制

飛行マニュアル（安全運行マニュアル）記載事項

※「無人航空機の飛行に関する許可・承認の審査要領」（国土交通省）により抜粋

留意点

①施工計画書の受理・記載事項の確認
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【 UAV写真測量の場合のみ】



 従来通りです。

 監督職員は、工事に使用する基準点を受注者に指示する。

 基準点は、4級基準点及び3級水準点（山間部では4級水準点も可）、もしくはこれと同等以上のものは国土地理
院が管理していなくても基準点として扱う。

 当該現場の座標系や、線形計算書等の座標測地系に留意し指示する。

世界測地系 日本測地系 ローカル座標

測地系が違うことで座標値が大きく変わります。
日本測地系と世界測地系は東京付近で北西に約450m程ずれています。

また、現場ではローカル座標を使用することも有り、その場合は座標軸もず
れている可能性があります。

後利用や周辺構造物との接合を考慮し、適切な座標系で指示することが重
要です。

②基準点の指示
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 ICT土工の適用範囲について3次元化することを指示すること。作成範囲については、施工者と協議して定めてください。
 ICT土工の適用範囲については3次元設計データが契約図書に置き換わります。
 3次元設計データには起工測量で得られた地形面が反映されるため、設計変更が必要になる可能性があります。
 線形要素と横断形状が設計図書と一致していることが重要です。
 管理断面以外の変化断面（拡幅部等）を作成することが重要です。

留意点

 監督職員は、設計図書が2次元図面の場合、3次元設計データ（3次元の面的なデータ）に基づいた設計照査や出来
形管理、数量算出結果を受け取るために、設計図書を3次元化することを受注者に指示する。

発注図（平面図）

正しい3次元設計データ 法面が平面図と異なる
方向になっている

設計図書を3次元化する際には、拡幅の始終点の断面（変化断面）や
法面の方向に留意する必要があります。

管理断面のみで3次元
設計データを作成

③設計図書の３次元化の指示
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【3次元設計データの確認】

31

 断面図の情報だけではうま
く再現されない部分がある。

 地形面（起工測量）との重
ねあわせが重要。



 標定点・検証点については、基準点、工事基準点、または4級基準点及び3級水準点と同等以上の精度が得られる計測方法で設置する。
 工事基準点をもとにして標定点・検証点を設置する場合は、3級TSを利用する場合は100m以内、2級TSを利用する場合は150m以内

（TS出来形における計測可能範囲を参照）で設置する。
 標定点・検証点の設置状況については、標定点・検証点が正しく設置されているか写真（標定点・検証点、計測状況）で確認。
 標定点・検証点については、測量成果簿の提出は必要ないが、座標値の提出は必要。

留意点

 監督職員は、受注者から工事基準点に関する測量成果を受理した段階で、工事基準点が、指示した基準点をもとに
して設置したものであること、また、精度管理が適正に行われていることを把握する。

 標定点・検証点を利用する場合は、指示した基準点あるいは工事基準点をもとにして設置したものであることを把握
する。

 なお、出来形計測以外（起工測量、岩線計測、部分払出来高）でＧＮＳＳローバーを用い標定点及び検証点を設置し
た場合は、使用する機器の精度確認が適正に行われていることを「GNSS の精度確認試験結果報告書」で把握する。

工事基準点の精度

4級基準点および3級水準点、もしくはこれと同等以上

④工事基準点等の設置状況の把握
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設置基準 設置方法

要領の記載内容

外部標定点 辺長100m間隔以内（内部含め4点）

内部標定点 辺長200m間隔以内

検証点 天端上 辺長200m間隔以内（最低2点）

要領の記載内容

測定方法
4級基準点および3級水準点と同等以上
出来形以外ではRTK-GNSSの測位が可能

対空標識種別

四角の場合辺長、円形の場合直径が5画素以上とする
白黒を標準とするが状況により変更できる
標識は上空に向かって45度以上の視界を確保する

内部標定点及び検証点は地表面に設置することを基本
とする

対空標識

100m
200m

標定点

検証点

★型 Ｘ型 ＋型 ◯型

標定点・検証点

【標定点・検証点の設置計画と確認】

33

写真でチェック

【H28の要領】
・4級基準点、3級水準点相当の精度を担保する手法（要求精度は水平1ｃｍ）
→事実上ＴＳしか利用不可

【H29の改訂内容】
・地理院のＵＡＶマニュアルでも認められているＲＴＫ法（ＧNSSローバー）が採
用できるように、要求精度を緩和（起工測量時）
水平±２ｃｍ、垂直±３ｃｍ

【 UAV写真測量の場合のみ】



 設計図書と入力した要素（線形及び、横断図）の整合性の確認のほか、3次元ビューで断面間の形状についてもチェックされていることを
確認する必要がある。

 根拠資料は必要に応じて提出を求めることができる。
 確認時に3次元ビューを用いて設計図と一致しているかどうかを把握（面の向き、形状の全体イメージ）しておくことが望ましい。

留意点

様式－１ 

平成   年   月   日 

                 工 事 名：            

                 受注会社名：            

                 作 成 者：          印 
 

３次元設計データチェックシート 
 

項目 対象 内容 
チェック 

結果 

１)基準点及び 

 工事基準点 
全点 

・監督職員の指示した基準点を使用しているか？  

・工事基準点の名称は正しいか？  

・座標は正しいか？  

２)平面線形 全延長 

・起終点の座標は正しいか？  

・変化点（線形主要点）の座標は正しいか？  

・曲線要素の種別・数値は正しいか？  

・各測点の座標は正しいか？  

３)縦断線形 全延長 

・線形起終点の測点、標高は正しいか？  

・縦断変化点の測点、標高は正しいか？  

・曲線要素は正しいか？  

４)出来形横断 

面形状 
全延長 

・作成した出来形横断面形状の測点、数は適切か？  

・基準高、幅、法長は正しいか？  

・出来形計測対象点の記号が正しく付与できているか？  

５)３次元設計 

データ 
３次元 

・入力した２）～４）の幾何形状と出力する３次元設計データは

同一となっているか？ 
 

※1 各チェック項目について、チェック結果欄に“○”と記すこと。 
※2 受注者が監督職員に様式－１を提出した後、監督職員から様式－１を確認するための

資料の請求があった場合は、受注者は以下の資料等を速やかに提出するものとする。 
・工事基準点リスト（チェック入り） 
・線形計算書（チェック入り） 
・平面図（チェック入り） 
・縦断図（チェック入り） 
・横断図（チェック入り） 
・３次元ビュー（ソフトウェアによる表示あるいは印刷物） 

※ 添付資料については、上記以外にわかりやすいものがある場合は、これに替えること

ができる。 

必要に応じて、３次元設計データと設計図書との照合のために、根
拠資料の提出を求めることができる。

• 工事基準点リスト
• 線形計算書
• 平面図（チェック入）、縦断図（チェック入）、横断図（チェック入）

※3次元設計データと発注図面を重ねあわせた図でも良い
• 3次元ビュー（ソフトウェアによる表示あるいは印刷物）等

 監督職員は、3次元設計データが設計図書を基に正しく作成されていることを、受注者が確認した「3次元設計データ
チェックシート」により確認する。

必須提出物

⑤３次元設計データチェックシートの確認
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※ 監督・検査要領（土工編）（案）の参考資料２－１又は２－２



 カメラキャリブレーションは実施されているか。
 UAVの計測による全ての検証点の座標の較差がX,Y,Zそれぞれ50mm以内であることを確認したか。
 精度確認は計測対象毎（起工測量、岩線計測、出来形計測）に実施されているか。

 監督職員は、受注者が実施した計測精度確認試験に関する資料を受理した段階で、出来形管理に必要な測定精度
を満たす結果であることを把握する。

留意点

⑥精度確認試験結果報告書の把握
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◆UAV空中写真測量の精度確認試験結果報告書の例



 「JSIMA115 地上型レーザースキャナー性能確認に関するガイドライン」（日本測量機器工業会規格）に基づく試験成績表により確認可
能な座標測定精度と使用範囲内で利用することもできる。（この使用範囲を超えて利用する場合、現場での精度確認試験を行う。）

 精度確認試験の実施日が利用前6ヶ月以内になっているかを確認する。

 監督職員は、受注者が実施した計測精度確認試験に関する資料を受理した段階で、出来形管理に必要な測定精度
を満たす結果であることを把握する。

留意点

⑥精度確認試験結果報告書の把握
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◆地上型レーザースキャナーの精度確認試験結果報告書の例



 計測値が規格値内に入っているか。
 ヒートマップの範囲は正しいか。
 規格値の異なる計測箇所が混在していないか。

作成帳票例（出来形管理図表）

様式－31-2

ソフトウェア要求仕様書Ver.　　　対応

工　種 測点　No.1～No.3

種　別 合否判定結果 異常値有

規格値 判定

凡例：

評価面積 1700m2

棄却点数 0
0.3％未満

（5点以下）

最小値(差） -60mm ±140mm

データ数 1700
1点／m3以上

（1700点以上）

法面
標高較差

平均値 7mm ±80mm

最大値(差） 92mm ±140mm

1000m2

棄却点数 0
0.3％未満

（3点以下）
異常値有

最大値(差） 42mm ±100mm

最小値(差） -62mm ±100mm 異常値有

データ数

天端
標高較差

平均値 -11mm ±50mm 異常値有

1000
1点／m2以上

（1000点以上）

評価面積

出来形合否判定総括表

道路土工

盛土

測定項目

+100
+80
+50
+20
±0
-20
-50
-80

-100

1000

997

1700

1360

天端の
ばらつき

法面の
ばらつき

規格値の±80%

以内のデータ数

規格値の±50%

以内のデータ数

規格値の±80%

以内のデータ数

規格値の±50%

以内のデータ数

 監督職員は、受注者の実施した出来形管理結果（出来形管理図表）を用いて、出来形管理状況を把握する。

留意点

⑦出来形管理状況の確認
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 施工計画書の記載事項で適用工種、出来形計測箇所、適用する基準類、使用機器・ソフトウェア等を確認する。
 設計図書の３次元化はICT活用工事の適用範囲が対象となる。
 GNSSローバーを用い標定点及び検証点を設置した場合にはGNSSローバーの精度確認試験結果報告書の提出が必要となる。
 UAV写真測量では、計測毎に精度確認試験を行う必要がある。
 出来形管理図表の表現方法（様式）が変更されている。

ＩＣＴ活用工事（土工）における検査職員の実施項目
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検査職員の実施項目

空中写真測量（無人航空機）を用いた

１）出来形計測に係わる書面検査
• 施工計画書の記載内容
• 設計図書の３次元化に係わる確認
• 工事基準点（標定点）等の測量結果等
• ＧＮＳＳローバーの精度確認試験結果報告書の確認

※ 出来形計測以外でＧＮＳＳローバーを用い標定点及び検
証点を設置した場合

• ３次元設計データチェックシートの確認
• 精度確認試験結果報告書の確認
• 「出来形管理図表」の確認
• 品質管理及び出来形管理写真の確認
• 電子成果品の確認
２）出来形計測に係わる実地検査
• TS等を用い、３次元設計データの設計面と実測値との標

高差が規格値内であるかを検査。

１）出来形計測に係わる書面検査
・施工計画書の記載内容
・工事基準点の測量結果等
・基本設計データチェックシートの確認
・「出来形管理図表」の確認
・品質管理及び出来形管理写真の確認
・電子成果品の確認

２）出来形計測に係わる実地検査
・検査職員が指定する管理断面の出来形検査

従来（ＴＳ出来形管理）

留意点

例として、UAV写真測量を用いた出来形管理を実施した場合と、従来（ＴＳ出来形管理）との検査職員の
実施項目の違いを示す。

※ 基本設計データとは、線形＋横断形状で構成されるデータ
※ ３次元設計データとは、面（TIN等）＋線形で構成されるデータ

※ 赤字は、従来（ＴＳ出来形管理）と異なる箇所。
※ TS等とは、施工管理データが搭載された出来形管理TS、３次元設計デー

タが搭載されたTS、３次元設計データが搭載されたRTK‐GNSS等を指す。

※ 詳細は、「空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検
査要領」を参照のこと。

UAV写真測量を用いた出来形管理



検査職員の実施項目の内容について
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ICT活用工事の要領類を適用した出来形管理箇所における出来形検査の実施項目は、当面の間、下
記に示すとおりとしている。

＜出来形計測に係わる書面検査＞

Ａ.工事打合せ簿で確認

①ＩＣＴを用いた出来形管理に係わる施工計画書の記載
内容

 監督職員が実施した「施工計画書の受理・記載事項
の確認結果」

②設計図書の３次元化に係わる確認

 設計図書の３次元化の実施

③ＩＣＴを用いた出来形管理に係わる工事基準点等の測
量結果等

 工事基準点や標定点測量結果が提出されていること

④３次元設計データチェックシートの確認

 「３次元設計データチェックシート」が提出されている
こと

⑤ＩＣＴを用いた出来形管理に係わる精度確認試験結果
報告書の確認

 「精度確認試験結果報告書」が、提出されていること

※ UAV写真測量の場合は「カメラキャリブレーション及び
精度確認試験結果報告書」

Ｂ.書類・データの確認

⑥ＩＣＴを用いた出来形管理に係わる「出来形管理図表」
の確認

 出来形管理図表により、出来形管理基準に定められ
た測定項目、測定頻度並びに規格値を満足している
か否か

 各測定値の設計との離れの規格値に対する割合をプ
ロットした分布図の凡例に従いバラツキを判定する

⑦品質管理及び出来形管理写真の確認

 「7‐2 品質管理及び出来形管理写真基準」に基づいて
撮影されていること

⑧電子成果品の確認

 出来形管理や数量算出の結果等の工事書類が「
ICON」フォルダに格納されていること



検査職員の実施項目の内容について
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ICT活用工事の要領類を適用した出来形管理箇所における出来形検査の実施項目は、当面の間、下
記に示すとおりとしている。

＜出来形計測に係わる実地検査＞

検査職員は、施工管理データが搭載された出来形管理用ＴＳ等を用いて、現地で自らが指定した箇所の出来形計測を
行い、３次元設計データの設計面と実測値との標高差が規格値内であるかを検査する。

※ 検査頻度は表－２のとおり。

なお、７－１出来形管理基準及び規格値に示す基準を適用できない場合は、従来手法による出来形管理基準及び規
格値によることができる。

※ 「土木工事施工管理基準及び規格値（案）」の「１‐２‐３‐２‐１掘削工」、「１‐２‐３‐３‐１盛土工」、あるいは、「１‐２‐４‐２‐１
掘削工」、「１‐２‐４‐３‐１路体盛土工、１－２－４－４－１路床盛土工」

※ ここでいう断面とは厳格に管理断面
を指すものではなく、概ね同一断面
上の数か所の標高を計測することを
想定している。

※ 監督・検査要領（土工編）（案）より



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

ICT基準類の解説
～舗装工、浚渫工（河川）～

国土交通省 国土技術政策総合研究所

社会資本マネジメント研究センター

社会資本施工高度化研究室



ＩＣＴの全面的活用を実現する工種拡大イメージ（道路工事）

対応済み工種

検討中の工種

○ 工事現場で施工されるすべての工種にＩＣＴ
を活用し、生産性向上を図る取組を推進

法面工

ICT舗装工

ICT土工

ＩＣＴ土工
（軟岩掘削）

地盤改良工

付帯構造物設置
側溝・縁石等

コンクリート2次製品

施工管理基準策定済み

施工管理基準策定済み

策定済み基準

H31(R1)新規導入基準類

舗装工（修繕工）

H31(R1)新規工種

H31(R1)新規工種

H31(R1)新規工種

H31(R1)新規工種

施工管理基準策定に取組む



ＩＣＴの全面的活用を実現する工種拡大イメージ（河川工事）

ICT浚渫工（河川）

ICT土工 ICT舗装工

○ 工事現場で施工されるすべての工種にＩＣＴ
を活用し、生産性向上を図る取組を推進

H30策定
施工履歴データを用いた出来形管理

護岸工、護岸ブロック等
コンクリート2次製品

H30策定
音響測深機器を用いた 出来形管理

施工管理基準策定済み

H31(R1)新規工種

対応済み工種

検討中の工種

策定済み基準

H31(R1)新規導入基準類



ＩＣＴ舗装工の導入（H29.4～）

測量
設計・

施工計画
施工i-Construction

丁張り設置
検測と施工を繰
り返して整形

丁張りに
合わせ施工

③ICTグレーダ等による
施工

④検査の省力化②ICT土工の３次元測量
ﾃﾞｰﾀによる設計・施工計画

ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ等により、短
時間で面的（高密度）な３
次元測量を実施

3次元設計データと事前測量
結果の差分から、施工量を自
動算出。

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御

ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ等のﾃﾞｰﾀによる
検査等で書類が半減

測量
設計・

施工計画
検査従来方法 施工

① ②

③ ④
これまでの情報化施工
の部分的試行

・作業効率向上

・丁張削減により作
業員数減少

３次元
データ作成

２次元
データ作成

人手による測量 ｺｱ抜きによる検査

①ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ等で
事前測量

検査

平面図、縦断図等

紙図面から
施工量算出

発注者

OK

自動算出

3



4

ＩＣＴ舗装の概要

地上型レーザスキ
ャナ・ＴＳ等
を活用した
３D現況測量

発注図書（図面）から
３D設計データ
を作成する

３次元起工測量

３次元設計デー
タ作成

ICT建設機械に
よる施工

３次元出来形管
理等の施工管理

３次元データの
納品と検査

3Dマシンコントロールを利用
した路盤敷均し施工

地上型レーザスキ
ャナ・ＴＳ等を活用
した施工層の
出来形管理・計測

作成、利用した
３Dデータの納品

・新たな納品形式
・書面確認事項
・実地検査の手法

・要求精度の規定
・点密度の規定
・計測プロセスの規定
・精度確認手法の規定

・新たな出来形管理基準
・新たな出来形管理資料

ポイント

ポイント

ポイント

（※）通常手法による路
盤の締固め

○ ICT土工同様、起工測量・各層の出来形管理を3次元計測して、ICT建設機械で施工
○ ただし、ICT建設機械のﾀｰｹﾞｯﾄは路盤の敷均し作業のみで、路盤の締固めや舗装は対象外

①

③

②

⑤

④

引用元：JCMA



○施工プロセスの全ての段階（下記①～⑤）においてICT施工技術を全面的に活用する工事

ＩＣＴ活用工事（舗装工）とは

施工プロセス ＩＣＴ施工技術

①３次元起工測量 １）地上型レーザースキャナーを用いた起工測量
２）トータルステーション等光波方式を用いた起工測量
３）トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた起工測量
４）地上移動体搭載型レーザースキャナーと用いた起工測量
５）その他の３次元計測技術を用いた起工測量

②３次元設計デー
タ作成

③ＩＣＴ建設機械に
よる施工

１）３次元マシンコントロールモーターグレーダ
２）３次元マシンコントロールブルドーザ

④３次元出来形管
理等の施工管理

出来形管理：（３次元起工測量に同じ。）
なお表層については、面管理を実施するものとするが、出来形管理のタイミングが複数回にわ
たることにより一度の計測面積が限定される等、面管理が非効率になる場合は、監督職員と
の協議の上、１）～５）を適用することなく、従来手法（出来形管理基準上で当該基準に基づく
管理項目）での出来形管理を行ってもよい。ただし、完成検査直前の工事竣工段階の地形に
ついて面管理に準じた出来形計測を行い、⑤によって納品するものとする。表層以外について
は、従来手法（出来形管理基準上で当該基準に基づく管理項目）での管理を実施してもよい。

⑤３次元データの
納品

5



地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）
地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案）

地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）
地上型移動体搭載レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案）

適用される要領類（舗装工）

ＴＳを用いた出来形管理要領（舗装工事編）
ＴＳを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）

ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理要領（舗装工事編）
ＴＳ（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）

出来形管理

品質管理

出来高管理

6

点群計測

単点計測

適用工種

アスファルト舗装工 半たわみ性舗装工
排水性舗装工 透水性舗装工
グースアスファルト舗装工 コンクリート舗装工



ＩＣＴ舗装工の流れ①（3次元起工測量）

○ ICT土工同様、ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰ等で面的に現況を計測、所定の点密度にﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ（間引き）
○ 計測結果は設計照査（現況に応じた舗装構成見直しや直上の層の数量変更）に活用

現況の面計測（ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ等） フィルタリング

（路床）直上の層の数量変更

上層路盤
基層
表層

下層路盤

路床

積算上の「平均厚
さ」＝設計厚さ

• 積算上の「平均厚さ」＝体積/面積

面計測
結果

7



ＩＣＴ舗装工の流れ②（3次元設計データ作成）

○ 発注図面の与条件から、現況地盤の高さに応じて必要に応じて舗装構成を見直し、層
毎に3次元設計ﾃﾞｰﾀを作成

現況地盤（路床）

発注図から層毎の3次元設計ﾃﾞｰﾀ作成 層毎のTINﾃﾞｰﾀに変換

8



※1m2内で100点以上を平均
TLS

1m2

1m2

評価範囲の中央点
をレベル等で計測真値

ＩＣＴ舗装工の流れ④（3次元出来形管理ー1）

計測精度の規定

【鉛直方向】
・路床表面 ±20mm以内
・下層～上層路盤表面 ±10mm以内
・基層～表層表面 ±4mm以内

【平面方向】
±20mm以内

右の方法で、以下の精度を確認

9

○ 各層毎にﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰ等で面的に現況を計測、起工測量同様にﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ等の処理
○ 出来形管理の計測精度については、対象層毎に20mm～4mmと設定される。
〇 発注者に提出する精度確認手法は、１㎡の中の計測値の標高の平均で評価

※ＩＣＴ土工と同じ方法



ＩＣＴ舗装工の流れ④（3次元出来形管理－２）

○ 地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰの計測結果をグリッド処理して出来形評価密度（1点／㎡）とする。
○ 「厚さの評価」を採用する場合は下層のグリッド標高との比較、「目標高さとの標高較

差での評価」を採用する場合は、設計ﾃﾞｰﾀのグリッド標高と比較する。

ｸﾞﾘｯﾄﾞﾃﾞｰﾀ化の３つの手法

10



ＩＣＴ舗装工の流れ④（3次元出来形管理－３）

○ 各層の出来形管理において、表層の管理（すなわち、表層の表面の計測）を除いては、
ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰ以外での管理も許容される。

○ 厚さは施工前後の表面の計測によりその標高差から算出されるが、厚さの代わりに設
計面（＝目標高さ）との標高較差により管理することも認められる。

①基本的な考え方

• 全て地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰで計測
• 厚さは施工前後の実測の標高

差で算出

ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰによる計測

• 地上型ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅｰは表層及び基層
の計測にのみ利用

• 厚さに代え設計面との標高較差で管理

②厚さを標高較差で管理

11

上層路盤
基層
表層

下層路盤
路床

厚さ（標高差）

TSによる計測

上層路盤

基層
表層

下層路盤

路床

設計面との標高較差
厚さ
も可



ＩＣＴ舗装工の流れ④（3次元出来形管理－４）

○ 評価密度が格段に増えたのを受けて「個々の測定値」の規格値を見直し
○ 管理項目として「幅」については、厚さの評価密度が増えたことにより省略（例外あり）

工種

計測
箇所

個々の
測定値

全点平均 計測密度
および測
定間隔

計測
手法

備考
単位

[mm]
中規
模

小規
模

中規
模

小規模
以下

表層

厚さある
いは標
高較差

-17 -20 -2 -31点/m2
以上

TLS

・標高較差は、直下層の目標高さ＋直
下層の標高較差平均値＋設計厚さか
ら求まる高さとのの差
・個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている

平坦性 2.4以下 1.5m毎 3mプロフィルメーター等

基層
厚さある
いは標
高較差

-20 -24 -3 -41点/m2
以上

TLS

・標高較差は、直下層の目標高さ＋直
下層の標高較差平均値＋設計厚さか
ら求まる高さとの差
・個々の計測値の規格値には計測精
度として±4mmが含まれている

上層
路盤

厚さある
いは標
高較差

-54 -63 -8 -101点/m2
以上

TLS

・標高較差は、直下層の目標高さ＋直
下層の標高較差平均値＋設計厚さか
ら求まる高さとの差
・個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている

下層
路盤

厚さある
いは標
高較差

±90

-15
以上

40
以下

-15
以上

50
以下

1点/m2
以上

TLS
・個々の計測値の規格値には計測精
度として±10mmが含まれている。

（※）個々の測定値に対する規格値は、99.7％が規格値に入ればよいものとする。
12



ＩＣＴ舗装工の流れ④（3次元出来形管理－５）

○ 出来形管理帳票については、ICT土工同様に、管理項目の処理結果とヒートマップ

13



ＩＣＴ舗装工の流れ④（3次元出来形管理－６）

○平坦性は、従来の３ｍプロフィルメーター等から計測する手法の他、計測点群データより
算出することが出来る。

14

「出来形管理基準及び規格値」における舗装表層の平坦性指標（σ）を計測するためには、
３mプロフィルメーターを曳いて路面上を歩行する必要があった。

点群データからの算出（改訂）

プロフィルメータによる計測（現状）

従来の方法

TLS等により得られる点群データから計算によりσを算出する方法を選択できる旨、
出来形管理要領に追記。

ＩＣＴでの管理方法

H31年度より



15

 確認する書類、実地検査の内容もICT土工と同様

実地検査の確認内容の概要

ΔH

NO.2＋15.312

 検査職員は、現地では出来形管理用TSや
GNSSローバーの誘導機能を使用して、自らが指
定した箇所の出来形計測を行い、3次元設計ﾃﾞｰ
ﾀの設計面と実測値との標高差が規格値内であ
るかを検査する。

6-2 出来形計測に係わる実地検査
検査職員は、施工管理データが搭載された出来形管理用ＴＳ

等を用いて、現地で自らが指定した箇所の出来形計測を行い、
３次元設計データの目標高さと実測値との標高差あるいは、設
計厚さと実測厚さとの差が規格値内であるかを検査する。（中
略） 検査頻度は表－２検査頻度のとおりとする。（中略）

※基準高は、設計図書に表層の基準高が規定されている場合に実施
※厚さは、同一平面における直下層の高さとの差
※標高較差は、３次元設計データの設計面と実測値との標高差

工種 計測箇所 確認項目 検査密度

舗装工 検査職員の指定
する任意の箇所

基準高、厚さ
または標高較差

1工事
1断面

書面検査の確認内容の概要

 監督職員の確認・把握内容を確認
• 施工計画書、3次元化の実施、3次元設計ﾃﾞｰ

ﾀﾁｪｯｸｼｰﾄ、精度確認結果報告書
 出来形管理図表について、出来形管理基準に定め

られた測定項目、測定頻度並びに規格値を満足し
ているか否かを確認

 分布図の凡例に従いﾊﾞﾗﾂｷ判定（成績評定）

ＩＣＴ舗装工の流れ④⑤（3次元出来形管理－監督・検査要領）



ＩＣＴ浚渫工（河川）の導入（H30.4～）



○施工プロセスの全ての段階（下記①～⑤）においてICT施工技術を全面的に活用する工事

ＩＣＴ活用工事（河川浚渫）とは

施工プロセス ＩＣＴ施工技術

①３次元起工
測量

１）音響測深機器を用いた起工測量
２）その他の３次元計測技術を用いた起工測量（※）
（※）従来の断面管理においてＴＳを用いて測定し、計測点同士を

ＴＩＮで結合する方法で断面間を３次元的に補完することを含む。

②３次元設計
データ作成

③ＩＣＴ建設機
械による施工

１）３次元マシンコントロールまたは３次元マシンガイダンスバックホウ

④３次元出来
形管理等の施
工管理

１）音響測深機器を用いた出来形管理
２）施工履歴データを用いた出来形管理
３）その他の３次元計測技術を用いた出来形管理

⑤３次元データ
の納品
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音響測深機器を用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案）
音響測深機器を用いた出来形管理の監督・検査要領（河川浚渫工事編）（案）

施工履歴データを用いた出来形管理要領（河川浚渫工事編）（案）
施工履歴データを用いた出来形管理の監督・検査要領（河川浚渫工事編）（案）

適用される要領類（河川浚渫）

出来形管理

18

品質管理

出来高管理

適用工種

【編】 【章】 【節】 【工種】
共通編 一般施工 浚渫工 共通 浚渫船運転工（バックホウ浚渫船）※
河川編 浚渫（川） 浚渫工（バックホウ浚渫船） 浚渫船運転工

※グラブ浚渫船は対象外とする
（土木工事施工管理基準の工種区分より）



ＩＣＴ河川浚渫の施工と3次元出来形管理



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ｒ１年度
ICT施工改正基準類の解説

国土交通省 国土技術政策総合研究所

社会資本マネジメント研究センター

社会資本施工高度化研究室



２．工種の拡大
2-1：ICT土工（河床等掘削・軟岩・床掘）
2-2：ICT付帯構造物設置工（縁石・側溝工）
2-3：ICT付帯構造物設置工（護岸工）
2-4：ICT法面工（吹付工）
2-5：ICT地盤改良工（安定処理・中層安定処理）

Ｒ１年度に向け取組んだ「ＩＣＴの全面的活用」のカイゼン

1

３．技術基準類のカイゼン
3-1:ICT舗装工の計測効率の改善
（地上型レーザースキャナー直下欠測の許容）
（計測点群データを利用した平坦性の算出）

3-2:ICT土工･舗装工の計測技術の拡張
（モービルマッピングシステムの活用の規定明確化）

１．実施方針の制定・改定（概要）



実施方針

別紙ー１～別紙ー２３
別添と
別紙 01～別紙 26

平成31年4月1日付通知



１．実施方針の制定・改定
別紙 文書名 概要

4 ICT活用工事(土工）実施要
領

改 ・地盤改良工、付帯構造物設置工、法面工及び作業土工（床掘）の実施方法の
追加
・施工履歴データを用いた出来形管理（河床掘削）の追加

14 ICT活用工事(河床等掘削）
積算要領

新 ・河床掘削にICT施工を適用する際の積算方法を規定

15 ICT活用工事(作業土工（床
掘））実施要領

新 ・作業土工でICT施工をする際の規定。ICT土工の関連工種として実施すること
などが規定されている。
・出来形管理は該当なし
・作業土工にICT施工を適用する際の積算方法を規定

16 ICT活用工事(作業土工（床
掘））積算要領

17 ICT活用工事(付帯構造物設
置工）実施要領

新 ・付帯構造物設置工で３次元設計データと３次元計測技術を用いて出来形管理
する際の規定。ICT土工の関連工種として実施することなどが規定されている。
・ICT施工は該当なし

・付帯構造物設置工の３次元データによる出来形管理を実施する際の積算方法
を規定

18 ICT活用工事(付帯構造物設
置工）積算要領

19 ICT活用工事(法面工（吹付
工））実施要領

新 ・法面工（吹付工）で３次元設計データと３次元計測技術を用いて出来形管理す
る際の規定。ICT土工の関連工種として実施することなどが規定されている。
・ICT施工は該当なし

・法面工（吹付工）の３次元データによる出来形管理を実施する際の積算方法を
規定

20 ICT活用工事(法面工（吹付
工））積算要領

21 ICT活用工事(地盤改良工）
実施要領

新 ・地盤改良工に用いる3DMG／3DMCﾊﾞｯｸﾎｳの施工履歴による出来形管理を
受注者が行う場合の発注方式や適用範囲を規定
・地盤改良工に、ICT施工および３次元データによる出来形管理を実施する際の
積算方法を規定

22 ICT活用工事(地盤改良工
（安定処理））積算要領

23 ICT活用工事(地盤改良工
（中層混合処理））積算要領 3



２－１ ICT土工（河床等掘削） （別紙4・14）

施工履歴データ
による検査

検査

ICT建設機械による施工
3DMG設計
データの作成

③ICT建機による施工・出来高、
出来形計測の効率化

④ICTの活用による検査の
効率化

②ICT活用による
設計・施工計画

I施工履歴データによる
出来高、出来形管理

施工履歴データから帳票自動作成
により書類作成を効率化
実測作業省略による検査効率化

① ICT土工と同様の起
工測量、TSや船舶を用
いた断面での起工測量
も活用

発注者

設計・
施工計画

施工

帳票作成・書面検査

OK

発注者

測量

土工と同様の起工測量

設計図

設計図から、施工数量
を算出

帳票
自動
作成

帳票作成、書類による検査、
巻き尺等による実測作業

OK

管理項目

○ ＩＣＴ活用

従来施工

測量

河床掘削工事等の水中・水域部分等、出来形の要求精度を踏まえ活用。

起工測量
による３
次元測量
データ（現
況地形）
を活用し
設計

施工と検測を繰り返して整形

○ ICT土工（河床掘削）「出来形管理基準」
標高較差

• 規格値（平均値） 平場 ±50mm
法面 ±70mm

• 規格値（個々計測値） ±300mm

4



○ ICT土工(軟岩）「出来形管理基準値」
法面 （軟岩Ⅰ） 水平又は標高較差

• 規格値（平均値） ±70mm
• 規格値（個々計測値） ±330mm

軟岩法面凹凸状況

○ 軟岩等の掘削現場（従来の断面管
理実施）で面的な出来形の実態を把握
し管理基準値を設定。

2-1 ICT土工（軟岩） （別紙4）

5

○ ICT土工に軟岩に対応した「出来形管理基準」を整備。
・平滑な整形が困難な軟岩が存在する掘削法面において適応する管理基準値を規定。

・切土工事において法面に転石や岩がある場合、平滑な仕上げが困難である。
・土質を考慮した管理基準に対する要望が多かった。（ICT施工アンケート調査より）



２－１ ICT土工（床掘） （別紙4）

・床掘は作業土工であり出来形管理は不要。
・３Ｄ設計データとＩＣＴ建機の適用で生産性向上が期待される。

①ICT土工の測量

短時間で施工箇所の
３次元測量を実施

○ ＩＣＴ活用

②土工と合わせた設
計・施工計画

床掘設計データ

土工（目的物）と作業土工に
ついても３Ｄ設計を作成

ICTを用いた
作業土工

床掘を含めた3Ｄ設計

設計・
施工計画

起工測量

測量

ＩＣＴ土工（床掘）ＩＣＴ土工

従来施工

施工

土工と合わせて3D設計データを作成し、床掘施工に活用。

6



ICT活用工事（付帯構造物設置工）について
～ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）の解説～

2-2 ICT付帯構造物設置工（縁石・側溝工） （別紙17・18）

7



2-2 ICT付帯構造物設置工（縁石・側溝工） （別紙17・18）

ＩＣＴ施工技術
の具体的内容

①で計測した測量データ等と、発注者が貸与する発注図データを用いて、３次元出来形管理
を行うための３次元設計データを作成する。3 次元設計データ作成はＩＣＴ土工と合わせて
行うが、ＩＣＴ付帯構造物設置工の施工管理においては、3 次元設計データとして、３次元
座標を用いた線形データも活用できる。ＴＩＮ形式でのデータ作成は必須としない。

①３次元起工測量

②３次元設計データ作成

③該当無し
(ICT建設機械による施工)

④３次元出来形管理等の
施工管理

⑤３次元データの納品

■記載箇所：別紙ー１７ ＩＣＴ活用工事（付帯構造物設置工）実施要領

ＩＣＴ土工と同じ

付帯構造物設置工においては、該当なし

付帯構造物設置工の施工管理において、下記に示す方法により、出来形管理を実施する。
（１）出来形管理
下記１）２）の技術から選択（複数以上可）して、出来形管理を行うものとする。

１）トータルステーション等光波方式を用いた出来形管理
２）トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理
３）その他の３次元計測技術を用いた出来形管理

なお、監督職員との協議の上で他の計測技術による出来形管理を行っても良い。
（２）出来形管理基準および規格値

出来形管理基準および規格値については、現行の基準および規格値を用いる。
（３）出来形管理帳票

現行の出来形管理帳票、出来高整理資料を作成する。また、出来形の3 次元計測結果が計測（管理）す
べき断面上あるいは測線上にあることを示す適用工種の3 次元設計データあるいは平面図を提出すること
とする。

３次元施工管理データを、工事完成図書として電子納品する。

ＩＣＴ付帯構造物設置工はＩＣＴ土工の関連施工工種として実施することとする。

ＩＣＴ土工における関連施工種とするため、ＩＣＴ付帯構造物設置工単独での発注は行わ
ない。

■ＩＣＴ活用工事（付帯構造物設置工）積算要領：３次元設計データの作成を必要とする
場合に計上するものとし、必要額を適正に積み上げるものとする。
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ＩＣＴ活用工事
の対象工種

■記載箇所：別紙ー１７ ＩＣＴ活用工事（付帯構造物設置工）実施要領

ＩＣＴ活用工事の対象工事（発注工種）は工事種別(２１種別）のうち、「一般土木工
事」、「アスファルト舗装工事」、「セメント・コンクリート舗装工事」、「法面処理
工事」、及び「維持修繕工事」原則とし、下記に該当する工事とする。

・側溝工（プレキャストＵ型側溝）（Ｌ型側溝）（自由勾配側溝）
・管渠工
・暗渠工
・縁石工（縁石・アスカーブ）

側溝工（Ｕ型側溝） 縁石工（縁石） 管渠工
出典：土木施工の実際と解説（改訂６版）より



2-2 ICT付帯構造物設置工（縁石・側溝工） （別紙17・18）

計測概要

計測

３次元設計データ

出来形評価

ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理は、トータルステーションなどの光波方式の
計測機器を用いて、計測した座標値により従来の出来形管理項目を算出すること
で出来形管理を行うものである。関連する要領は、下記のとおりである。
・ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）
・ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工事編）（案）

出来形管理帳票

基本設計データ

出来形管理用ＴＳを用いた計測

道路中心線

出来形横断面形状

H＝4.028
0.003
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管理測点

管理対象

設計値との差異

プリズムの位置

側溝工の例（例）

計測概要
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適用の範囲

■留意事項
・延長の管理は、本要領における延長の算出は、計測した３次元座標の点間を連続的に直線で結んで算出するため、計測対象の曲線の形状に
よっては、実際の距離と異なる場合がある。延長の算出上支障がある場合は、監督職員との協議の上、従来手法で計測することが可能。
・出来形管理の管理対象については、監督職員との協議の上、ＴＳ等光波方式以外の従来手法との組み合わせによる出来形管理を実施してもよ
い。

■ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）（以下、要領（案））記載箇所：１－２適用の範囲

表 適用工種区分
編 章節 条（工 種）

適用対象とする

出来形測定項目

対象外の

出来形測定項目
第３編
土木工事

共通編

第２章

一般施工
第３節 共通的工種 ５条（縁石工） 延長

２９条（側溝工） 基準高 延長
２９条（暗渠工） 基準高 幅 深さ

延長
第７編

河川海岸編

第１章

堤防・護岸
第１２節 排水構造物工 ３条（側溝工） 基準高 延長

５条（管渠工） 基準高 幅 深さ
延長

第１４節 付帯道路工 ８条（側溝工） 基準高 延長
１０条（縁石工） 延長

第８編

砂防編

第１章

砂防堰堤
第１２節 付帯道路工 ８条（側溝工） 基準高 延長

１０条（縁石工） 延長
第１０編

道路編

第１章

道路改良

第１０節 排水構造物工

（小型水路工）
３条（側溝工） 基準高 延長
４条（管渠工）

６条（地下排水工）
基準高 幅 深さ
延長

第２章

舗装

第５節 排水構造物工

（路面排水工）
３条（側溝工） 基準高、延長
４条（管渠工）

６条（地下排水工）
基準高 幅 深さ
延長

８条（排水工(小段排水・縦排水)） 基準高 延長
９条（排水性舗装用路肩排水工(導水管)） 基準高 延長

縁石工 縁石工（縁石・アスカーブ） 延長
第１４章

道路維持
第５節 排水構造物工 ３条（側溝工） 基準高 延長

４条（管渠工）

６条（地下排水工）
基準高 幅 深さ
延長

８条（排水工） 基準高 延長
第１６章

道路修繕
第６節 排水構造物工 ３条（側溝工） 基準高 延長

４条（管渠工）

６条（地下排水工）
基準高 幅 深さ
延長

８条（排水工） 基準高 延長

第７節 縁石工 ３条（縁石工） 延長
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適用範囲の留意事項

■留意事項
・出来形管理の管理対象については、監督職員と
の協議の上、ＴＳ等光波方式以外の従来手法との
組み合わせによる出来形管理を実施してもよい。

■留意事項
・延長の管理は、本要領における延長の算出は、
計測した３次元座標の点間を連続的に直線で結
んで算出するため、計測対象の曲線の形状に
よっては、実際の距離と異なる場合がある。そ
のため、延長の算出上支障がある場合は、監督
職員と協議の上、従来手法で計測してもよい。

延長

道路中心線形

始点

終点

出来形計測点

TS等光波方式で
算出する延長

実際の

延長距離

TSの

延長距離

延長

TS等光波方式

縁石工
側溝工

延長

基準高

延長の算出上支障がある場合は、
監督職員と協議の上、従来手法で
計測してもよい。

テープなど従来手法

基準高

管理断面

管理断面
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機器構成（ソフトウェア）
■要領（案）記載内容（記載箇所：２－１機器構成）
本管理要領で用いる出来形管理用ＴＳによる出来形管理のシステムは、以下の機器で構成される。
1）基本設計データ作成ソフトウェア
2）出来形管理用ＴＳ（ハードウェア及びソフトウェア）
3）出来形帳票作成ソフトウェア

■留意事項
・出来形管理用ＴＳソフトウェアは、「出来形管理用トータルステーション機能要求仕様書（舗装工事編）（案）」に規定する機能を有し
ている必要があります。また、「出来形帳票作成ソフトウェア」については、別途定める「ＴＳによる出来形管理に用いる施工管理データ
作成・帳票作成ソフトウェアの機能要求仕様書（舗装工事編）（案）」に規定する性能
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■要領（案）記載内容（記載箇所：２－２出来形管理用ＴＳ本体の計測性能及び精度管理）
本管理要領で用いるトータルステーション（以下「出来形管理用ＴＳ」という）は、国土地理院認定３級と
同等以上の測定精度を有し、適正な精度管理が行われている機器であること。ただし、舗装工の層厚管理に
出来形管理用ＴＳを用いる場合で表層、基層を除く場合は、鉛直角の最小目盛値が５″またはこれより高精度
であること。また、舗装工の層厚管理に出来形管理用ＴＳを用いる場合で表層、基層を含める場合は、国土
地理院認定１級と同等以上の測定精度を有し高度角自動補正装置が搭載され適正な精度管理が行われている
機器であること。
受注者は、本管理要領に基づいて出来形管理を行う場合は、利用するＴＳの性能について、監督職員の承諾
を受けること。

■留意事項
・国土地理院の認定がない機種についても、本要領にて別途示す精度確認試験を実施し、規定値以内の精度を確認することで使用すること
ができます。

機器構成（出来形管理用ＴＳ）

項目 確認方法

計測性能

・表層と基層の標高較差管理をしない場合

国土地理院３級以上の認定品であることを示すメーカーカタログあるいは機
器仕様書。※２※３

・表層と基層の標高較差管理をする場合

国土地理院１級以上の認定品であることを示すメーカーカタログあるいは機
器仕様書。

精度管理
検定機関が発行する有効な検定証明書あるいは測量機器メーカー等が発
行する有効な校正証明書

※２国土地理院において測量機器の検定機関として登録された第三者機関の発行する検定証明
書、及びこれに準ずる日本測量機器工業会 規格JSIMA101/102による適合区分Ｂ以上である
ことを証明する検査成績書等により、国土地理院が定める測量機器分類の３級以上であること
が明記されている場合は３級と同等以上と見なすことができる。（この場合、国土地理院によ
る登録は不要）
※３国土地理院で規定が無いＴＳ等光波方式を利用する場合は、別途参考資料に示す精度確認
試験を実施し、その記録を提出する。 図 精度確認試験イメージ
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後視点１後視点２

観測
観測

30°～150°以内

２点以上の基準点を観測して、ＴＳ位置

座標を計算する。

機械標高は、いずれかの１点から観測

データを利用して自動計算するか、

または、別途高さがわかる基準点から

求める。

角度制限

３０～１５０°以内

距離制限
100ｍ以内（３級ＴＳ相当）

150ｍ以内（２級ＴＳ以上）

距離制限
100ｍ以内（３級ＴＳ相当）

150ｍ以内（２級ＴＳ以上）

出来形管理箇所
■要領（案）記載内容（記載箇所：５－５出来形管理用ＴＳによる出来形計測）
受注者は施工完了後に、出来形管理用ＴＳでの計測により、出来形計測点での基準高、幅、深さ、延長の管
理を行う。
1）出来形管理用ＴＳの設置
2）出来形計測

■留意事項
・出来形計測を行う箇所が、基本設計データに管理断
面として入力したラインから、延長方向に±10cm以内
の範囲内になるよう、計測を行うこと。

■留意事項
・出来形計測時のＴＳと計測点までの視準距離の制限値を、使
用するＴＳの級、工種、出来形管理項目に係わらず、一律100m
とする。

■留意事項
・出来形管理用ＴＳの設置時には、工事基準点にプリズムを設
置して計測する。本管理要領では、作業性を考慮して、工事基
準点上及び後方交会法にて出来形管理用ＴＳを設置することと
する。ただし、出来形管理用ＴＳと工事基準点の距離について
は、測定精度確保の観点から100m以内（１級２級ＴＳは150m
以内）とし、後方交会法においては、２点の工事基準点の挟角
は30°～150°以内とする。

出来形管理用ＴＳの設置 出来形計測

図 管理断面からの離れに関する規定

図 後方交会法によりＴＳを設置する場合の留意点
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管理断面№6

観測戻る

▼

－0.022

ＣＬ離れ
設計：5.000m実測：5.012m 0.012右側

標高
設計：6.016m実測：6.018m 0.002高い

管理断面№6

観測戻る

▼

0.020

出来形
計測点

■要領（案）記載内容（記載箇所：５－６ 出来形管理用ＴＳによる出来形計測箇所）

出来形管理箇所

本管理要領に基づく出来形管理における出来形計測箇所は、「土木工事施工管理基準及び規格値（案）」
に定められたとおりとする。計測する横断面は、基本設計データとして作成した断面とし、各断面の全て
の計測対象点について、３次元座標を取得する。また、施工者の定めた出来形計測点を適宜設定する。

基準高
設計:5.000m実測:5.010m   0.010高い

出来形管理
用ＴＳ

表 工種別のＴＳによる出来形管理項目

図 ＴＳによる出来形管理イメージ

工 種
出来形管理項目

延長 基準高 深さ 幅 厚さ
縁石工

道路付属物工
○ － － － －

側溝工
排水構造物工

排水工
○ ○ － － －

暗渠工
管渠工

地下排水工
○ ○ ○ ○ －

排水性舗装用路肩排
水工

○ ○ － － －

凡例 －：管理項目無し，○出来形管理用ＴＳで管理可能，×出来形管理用ＴＳで管理不可



2-2 ICT付帯構造物設置工（縁石・側溝工） （別紙17・18）

出来形管理基準および規格値（案）

■要領（案）記載内容（記載箇所：７－１出来形管理基準及び規格値）
出来形管理基準及び規格値は、「土木工事施工管理基準及び規格値（案）」に定められたものと同様とする。

品質管理及び出来形管理写真基準
■要領（案）記載内容（記載箇所：７－２品質管理及び出来形管理写真基準）
1）写真管理項目（撮影項目、撮影頻度[時期]、提出頻度）
出来形の写真管理項目は、「写真管理基準(案)」による。
2）撮影方法
撮影にあたっては、次の項目を記載した小黒板を文字が判読できるよう被写体とともに写しこむものとする。
①工事名
②工種等
③ＴＳ設置位置（後方交会法の場合は、参照した２つの工事基準点を記載すること。）
④出来形計測点（測点・箇所）

出来形
管理項目

規格値 測定基準 測定箇所

縁石 延長 －２００ １ヶ所／１施工箇所

出来形
管理項目

規格値 測定基準 測定箇所

側溝工 基準高 ±３０ 施工延長40m（測点
間隔 25mの場合は
50m）につき1ケ所、
施工延長40m（又は
50m）以下のものは1
施工箇所

延長L －２００ 1ケ所／１施工箇所
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ICT活用工事（付帯構造物設置工）について
～ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理要領（護岸工編）（案）の解説～
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ＩＣＴ施工技術の
具体的内容

①で計測した測量データ等と、発注者が貸与する発注図データを用いて、３次元出来形管理を行う
ための３次元設計データを作成する。3 次元設計データ作成はＩＣＴ土工と合わせて行うが、ＩＣＴ付
帯構造物設置工の施工管理においては、3 次元設計データとして、３次元座標を用いた線形デー
タも活用できる。ＴＩＮ形式でのデータ作成は必須としない。

①３次元起工測量

② ３次元設計データ作成

③ 該当無し
(ICT建設機械による施工)

④ ３次元出来形管理等の
施工管理

⑤ ３次元データの納品

■記載箇所：別紙ー１７ ＩＣＴ活用工事（付帯構造物設置工）実施要領

ＩＣＴ土工と同じ

付帯構造物設置工においては、該当なし

付帯構造物設置工の施工管理において、下記に示す方法により、出来形管理を実施する。
（１）出来形管理
下記１）２）の技術から選択（複数以上可）して、出来形管理を行うものとする。

１）トータルステーション等光波方式を用いた出来形管理
２）トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理
３）その他の３次元計測技術を用いた出来形管理

なお、監督職員との協議の上で他の計測技術による出来形管理を行っても良い。

（２） 出来形管理基準および規格値
出来形管理基準および規格値については、現行の基準および規格値を用いる。

（３） 出来形管理帳票
現行の出来形管理帳票、出来高整理資料を作成する。また、出来形の3 次元計測結果が計測（管理）す

べき断面上あるいは測線上にあることを示す適用工種の3 次元設計データあるいは平面図を提出すること
とする。

３次元施工管理データを、工事完成図書として電子納品する。

ＩＣＴ活用工事の
実施方法

ＩＣＴ付帯構造物設置工はＩＣＴ土工の関連施工工種として実施することとする。

ＩＣＴ土工における関連施工種とするため、ＩＣＴ付帯構造物設置工単独での発注は行わない。

■ＩＣＴ活用工事（付帯構造物設置工）積算要領：３次元設計データの作成を必要とする場合に計
上するものとし、必要額を適正に積み上げるものとする。
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ＩＣＴ活用工事の
対象工種

■記載箇所：別紙ー１７ ＩＣＴ活用工事（付帯構造物設置工）実施要領

22

ＩＣＴ活用工事の対象工事（発注工種）は工事種別(２１種別）のうち、「一般土木工事」、「アスファ
ルト舗装工事」、「セメント・コンクリート舗装工事」、「法面処理工事」、及び「維持修繕工事」原則
とし、下記に該当する工事とする。

・コンクリートブロック工（コンクリートブロック積）
（コンクリートブロック張）
（連節ブロック張）
（天端保護ブロック）
・緑化ブロック工
・石積（張）工
・基礎工（護岸）（現場打基礎）
・基礎工（護岸）（プレキャスト基礎）
・海岸コンクリートブロック工
・コンクリート被覆工
・護岸付属物工

コンクリートブロック工
（コンクリートブロック張）

コンクリートブロック工
（コンクリートブロック積）

基礎工（護岸）

（プレキャスト）

護岸付属物工（横帯工）

2-3 ICT付帯構造物設置工（護岸工）（別紙17,18）



10cm
10cm

管理断面

管理断面から
±10ｃｍ範囲

計測概要

計測

３次元設計データ

堤防法線

出来形横断面形状

出来形評価

ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理は、トータルステーションなどの光波方式の計測機
器を用いて、計測した座標値により従来の出来形管理項目を算出することで出来形管理
を行うものである。関連する要領は、下記のとおりである。
・ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理要領（護岸工編）（案）
・ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理の監督・検査要領（護岸工編）（案）

出来形管理帳票

基本設計データ

出来形管理用ＴＳを用いた計測

23
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管理測点

管理対象

設計値との差異

プリズムの位置

護岸基礎工（例）
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適用の範囲

■留意事項

・厚さの管理は、本要領の対象外。プレキャストのコンクリートブロックを用いた護岸工事など、事前の材料確認で厚さを計測している場合は、監督職
員との協議の上、厚さの計測を省略することが可能。

・延長の管理は、本要領における延長の算出は、計測した３次元座標の点間を連続的に直線で結んで算出するため、計測対象の曲線の形状によっ
ては、実際の距離と異なる場合がある。延長の算出上支障がある場合は、監督職員との協議の上、従来手法で計測することが可能。
・出来形管理の管理対象については、監督職員との協議の上、ＴＳ等光波方式以外の従来手法との組み合わせによる出来形管理を実施してもよい。

編 章 節 条（工 種） 適用対象とする

出来形測定項目

対象外の

出来形測定項目

第３編

土木工事共通編

第２章

一般施工

第４節

基礎工

第３条－１

基礎工（護岸）（現場打）

基準高 幅

高さ 延長

第３条－２

基礎工（護岸）（プレキャスト）

基準高 延長

第５節

石・ブロック積（張）工

第３条－１

コンクリートブロック工

（コンクリートブロック積（張））

基準高 法長

延長

厚さ（ブロック積張）

厚さ（裏込）

第３条－２

コンクリートブロック工

（連節ブロック張）

基準高 法長

延長

第３条－３

コンクリートブロック工

（天端保護ブロック）

基準高 法長

延長

第４条

緑化ブロック工

基準高 法長

延長

厚さ（ブロック）

厚さ（裏込）

第５条

石積（張）工

基準高 法長

延長

厚さ（石積・張）

厚さ（裏込）

第６編

河川編

第１章

築堤護岸工

第７条

法覆護岸工

第４条

護岸付属物工

幅 高さ

第７編

河川海岸

編

第１章

堤防・護岸

第６節

護岸工

第４条

海岸コンクリートブロック工

基準高 法長

延長

厚さ

第５条

コンクリート被覆工

基準高 法長

延長

厚さ 裏込材厚

表 適用工種区分
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■ＴＳ等光波方式を用いた出来形管理要領（護岸工編）（案）（以下、要領（案））記載箇所：１－２適用の範囲
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適用範囲の留意事項

■留意事項
・出来形管理の管理対象については、監督職員との協議の上、
ＴＳ等光波方式以外の従来手法との組み合わせによる出来形
管理を実施してもよい。

法線

始点

終点

出来形計測点

TS等光波方式で
算出する延長

実際の

延長距離

TSの

延長距離

裏込

ブロック張
（ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ）

基準高

法長

厚み

厚み

TS等光波方式

ﾌﾟﾚｷｬｽﾄの場合は、監督職員との協議
により、材料確認時の厚さ計測結果
を用いて、出来形管理の計測を省略
することができる。

ブロック積

裏込

厚み

厚み

基準高

法長

標尺など従来手法TS等光波方式
延長の算出上支障がある場合は、
監督職員と協議の上、従来手法で
計測してもよい。

■留意事項
・延長の管理は、本要領における延長の算出は、計測した３次元座
標の点間を連続的に直線で結んで算出するため、計測対象の曲線
の形状によっては、実際の距離と異なる場合がある。そのため、延
長の算出上支障がある場合は、監督職員と協議の上、従来手法で
計測してもよい。

■留意事項
・法長の管理は、設計図書において区分された長さが明示されてい
て、現場にて正確な断面変化位置を確認可能な工種に対して適用
することを基本とするものとする。

：TS計測点

L1

（2.00ｍ）

L3

（2.00ｍ）

：TS計測点

法面部、平場部等の区間ごとによる管理 合計した延長による管理

延長

法長

26
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機器構成（ソフトウェア）

■要領（案）記載内容（記載箇所：２－１機器構成）
本管理要領で用いる出来形管理用ＴＳによる出来形管理のシステムは、以下の機器で構成される。
1）基本設計データ作成ソフトウェア
2）出来形管理用ＴＳ（ハードウェア及びソフトウェア）
3）出来形帳票作成ソフトウェア

■留意事項

・出来形管理用ＴＳソフトウェアは、「出来形管理用トータルステーション機能要求仕様書（護岸工編）（案）」に規定する機能を有している必要がありま
す。また、「出来形帳票作成ソフトウェア」については、別途定める「ＴＳによる出来形管理に用いる施工管理データ作成・帳票作成ソフトウェアの機能
要求仕様書（護岸工編）（案）」に規定する性能

27
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■要領（案）記載内容（記載箇所：２－２出来形管理用ＴＳ本体の計測性能及び精度管理）
出来形管理用ＴＳは、国土地理院認定３級と同等以上の計測性能を有し、適正な精度管理が行われている機器であ
ること。受注者は、本管理要領に基づいて出来形管理を行う場合は、利用するＴＳの性能について監督職員の承諾を
受けること。以下に、３級ＴＳの性能基準（「国土交通省公共測量作業規程」による）を示す。
公称測定精度：±（５mm＋５ppm×Ｄ※）以下
最小目盛値20″以下
※：Ｄ値は計測距離(m)、ppmは10-6

計測距離100mの場合は、±（５mm＋５×10-6×100m）＝±5.5mmの誤差となる。

■留意事項

・国土地理院の認定がない機種についても、本要領にて別途示す精度確認試験を実施し、規定値以内の精度を確認することで使用することができま
す。

機器構成（出来形管理用ＴＳ）

項目 確認方法

計測性能
国土地理院３級以上の認定品であることを示すメーカーカタロ
グあるいは機器仕様書。※２※３

精度管理
検定機関が発行する有効な検定証明書あるいは測量機器
メーカー等が発行する有効な校正証明書

※２国土地理院において測量機器の検定機関として登録された第三者機関の発行する検定証明書、
及びこれに準ずる日本測量機器工業会規格ＪＳＩＭＡ101／102による適合区分Ｂ以上であることを証
明する検査成績書等により、国土地理院が定める測量機器分類の３級以上であることが明記されて
いる場合は３級と同等以上と見なすことができる。（この場合、国土地理院による登録は不要）

※３国土地理院で規定が無いＴＳ等光波方式を利用する場合は、別途参考資料に示す精度確認試験
を実施し、その記録を提出する。

図 精度確認試験イメージ
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後視点１後視点２

観測
観測

30°～150°以内

２点以上の基準点を観測して、ＴＳ位置

座標を計算する。

機械標高は、いずれかの１点から観測

データを利用して自動計算するか、

または、別途高さがわかる基準点から

求める。

角度制限

３０～１５０°以内

距離制限
100ｍ以内（３級ＴＳ相当）

150ｍ以内（２級ＴＳ以上）

距離制限
100ｍ以内（３級ＴＳ相当）

150ｍ以内（２級ＴＳ以上）

出来形管理箇所

■要領（案）記載内容（記載箇所：３－４出来形管理用ＴＳによる出来形計測）
受注者は施工完了後に、出来形管理用ＴＳでの計測により、出来形計測点での基準高、幅、法長、高さ、延長の管理
を行う。
1）出来形管理用ＴＳの設置
2）出来形計測

■留意事項
・出来形計測を行う箇所が、基本設計データに管理断面とし
て入力したラインから、延長方向に±10cm以内の範囲内に
なるよう、計測を行うこと。

■留意事項
・出来形計測時のＴＳと計測点までの視準距離の制限値を、使用す
るＴＳの級、工種、出来形管理項目に係わらず、一律100mとする。

10cm
10cm

管理断面

管理断面から
±10ｃｍ範囲

■留意事項
・出来形管理用ＴＳの設置時には、工事基準点にプリズムを設置し
て計測する。本管理要領では、作業性を考慮して、工事基準点上及
び後方交会法にて出来形管理用ＴＳを設置することとする。ただし、
出来形管理用ＴＳと工事基準点の距離については、測定精度確保
の観点から100m以内（１級２級ＴＳは150m以内）とし、後方交会法
においては、２点の工事基準点の挟角は30°～150°以内とする。

出来形管理用ＴＳの設置 出来形計測

図 管理断面からの離れに関する規定

図 後方交会法によりＴＳを設置する場合の留意点
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管理断面№6

観測戻る

▼

－0.022

ＣＬ離れ
設計：5.000m実測：5.012m 0.012右側

標高
設計：6.016m実測：6.018m 0.002高い

管理断面№6

観測戻る

▼

0.010

▼

出来形
計測点

出来形
計測点

■要領（案）記載内容（記載箇所：３－５ 出来形管理用ＴＳによる出来形計測箇所）

出来形管理箇所

本管理要領に基づく出来形管理における出来形計測
箇所は、「土木工事施工管理基準及び規格値（案）」に
定められたとおりとする。計測する横断面は、基本設
計データとして作成した断面とし、各断面の全ての計
測対象点について、３次元座標を取得する。また、施
工者の定めた出来形計測点を適宜設定する。

工種
出来形管理項目

基準高 法長 厚さ 延長 高さ 幅
ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ工
（ﾌﾞﾛｯｸ積）（ﾌﾞﾛｯｸ張）
緑化ﾌﾞﾛｯｸ
石積（張）
海岸ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ工
ｺﾝｸﾘｰﾄ被覆工

〇 〇 × 〇 － －

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ工
（連節ﾌﾞﾛｯｸ張）

〇 〇 － 〇 － －

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ工
（天端保護ﾌﾞﾛｯｸ）

〇 － － 〇 － 〇

基礎工（護岸）
（現場打）

〇 － － 〇 〇 〇

基礎工（護岸）
（ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ）

〇 － － 〇 － －

護岸付属物工 － － － － 〇 〇

法長
設計:6.000m実測:6.012m   0.012広い

出来形管理
用ＴＳ

表 工種別のＴＳによる出来形管理項目

図 ＴＳによる出来形管理イメージ

30

2-3 ICT付帯構造物設置工（護岸工）（別紙17,18）



ＩＣＴ活用工事（法面工）について
～３次元計測技術を用いた出来形計測要領（案）の解説～
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 ＩＣＴ法面工（吹付工）の実施方法
ＩＣＴ法面工（吹付工）はＩＣＴ土工の関連施工工種として実施することとする。
ＩＣＴ土工の関連施工工種とするため、ＩＣＴ法面工（吹付工）単独では実施できない。

 ＩＣＴ法面工（吹付工）対象工種
ＩＣＴ活用工事の対象は、工事工種体系ツリーにおける下記の工種

植生工： （種子吹付工）
（張芝）
（筋芝）
（市松芝）
（植生シート）
（植生マット）
（植生筋）
（人工張芝）
（植生穴）

植生工： （植生基材吹付）
（客土吹付）

吹付工： （コンクリート吹付）
（モルタル吹付）

編 章 節 工種
対象とする出来
形測定項目

対象外の出来
形測定項目

共通編 一般施工 法面工

植生工
吹付工

（コンクリート）
（モルタル）

法長
延長

厚さ

３次元計測技術を用いた出来形計
測の監督・検査要領（案）

P.2 1）適用工種の確認

別紙－１９ ＩＣＴ活用工事
（法面工（吹付工））実施要領

P.4 ２．ＩＣＴ活用工事の実施方法
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 ＩＣＴ法面工（吹付工）の計測技術
３次元計測技術のうち、ＩＣＴ法面工（吹付工）では以下の計測技術を対象とする。

・ＴＳ
・ノンプリズム方式ＴＳ
・ＲＴＫ－ＧＮＳＳ
・地上型スキャナー
・地上移動体搭載型レーザースキャナー

TS・ノンプリズム方式TS

地上型レーザースキャナ 地上移動体搭載型レーザースキャナ

空中写真測量 /
無人航空機搭載型レーザースキャナ

施工履歴データ

音響測深器

RTK-GNSS

３次元計測技術を用い
た出来形計測要領(案）

P.2 2) 計測技術
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 ＩＣＴ法面工（吹付工）の計測方法
「土木工事施工管理基準及び規格値（案）」において、法長、延長の出来形を対象に、所
定の性能を有する３次元計測技術を用いて計測した３次元座標データから以下の方法によ
り出来形の計測値を算出する。なお、３次元座標データをもとに算出した数値では管理に
支障をきたす場合には、監督職員と協議の上、従来のレベル・巻尺等による実測を行う。

①出来形の計測値を算出に用いる３次元座標データの取得方法
a)単点計測技術を用いる場合
管理対象として計測する断面あるいは側線上において、計測項目の端部等の３次元座標を計測し、座標値を取得する。

b)多点計測技術を用いる場合
多点計測技術で取得した計測点群から、計測する断面あるいは測線の±10cmの範囲内にある取得点群より任意に
３次元座標を選択し、座標値を取得する。
※多点計測技術を用いて出来形計測を行う場合は、出来形管理の管理項目となる幅や長さ、延長を構成する端部に
おいて、0.0025𝑚𝑚2(0.05m×0.05mのメッシュ)あたりに１点以上の計測結果が得られる設定を行うこと。

②法長の算出方法
計測すべき断面上の法長を構成する端部の２箇所の３次元座標間の斜距離を用いる。法長を分割して計測する場合は、
分割位置を含む３次元座標を結んだ斜距離の累積長さを法長とする。

③延長の算出方法
計測すべき測線上の延長を構成する端部の２箇所の３次元座標間の斜距離を用いる。延長を分割して計測する場合は、
分割位置を含む３次元座標を結んだ斜距離の累積長さを延長とする。

多点計測技術を用いる場合

NO2

NO1

多点計測技術による計測点群データ

L1

NO2

NO1

点a

点ｂ

点ｃ

点ｄ

L1

点群から出来形管理項目
の端部座標を選点

断面から±0.1m以内

断面から±0.1m
以内の変化点を

選択できる

単点計測技術を用いる場合

NO2

NO1

出来形計測

点a（Xa,Ya,Za）

点ｂ（Xb,Yb,Zc）

点ｃ

点ｄ

L1
L1＝線ab

＝ （Xa-Xb）2
＋（Ya-Yb）2

＋（Za-Zb）2

幅・法長・延長の計算

特に専用のソフトウェアは指定しない。
計算はどのソフトを利用しても良い

※TS出来形を利用しても良い

法長の例

３次元計測（単点計測技術）

３次元計測技術を用いた出来形計測要領(案）
P.3 4) 計測方法
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 ＩＣＴ法面工（吹付工）の延長計測に関する留意点
３次元座標をもとにした延長の算出は、計測した３次元座標の点間を連続的に直線で結
んで算出するため、計測対象の曲線の形状によっては、実際の距離と異なる場合がある。
そのため、延長の算出上支障がある場合は、監督職員と協議の上、従来手法で計測して
もよい。

実際の
延長距離

３次元座標から
算出される
延長距離 ：計測点

：３次元座標から算出される延長

No.1

３次元計測技術を用いた出来形計測要領(案）
P.4 5) 延長計測に関する留意点
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■要領（案）記載内容（記載箇所：２－１機器構成）
本管理要領で用いる出来形管理用では以下の機器を必須とする。
1）３次元計測技術本体
2）３次元設計データ作成ソフトウェア
3）出来形座標確認ソフトウェア

36

その他
本要領を用いて計測した３次元座標から幅、法長、延長を算出するソフトウェアおよび出来形管理結果を帳票として整理するソフ
トウェア、数量算出を行うソフトウェアは任意とする。「ＴＳ等光波方式による出来形管理（土工編）（案）」で規定する出来形
管理用ＴＳおよび出来形帳票作成ソフトウェアを用いて出来形管理資料を作成することもできる。
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■出来形管理基準及び規格値
本要領に基づく出来形管理基準及び規格値は、「土木工事施工管理基準及び規格値
(案)」に定められたものとする。

■品質管理及び写真管理基準(案)
本要領に基づく出来形管理基準及び規格値は、「土木工事施工管理基準及び規格値
(案)」に定められたものとする。

37

本要領による出来形計測では、従来の出来形管理の
計測方法をテープや巻尺から３次元座標に変更した
ものである。よって、出来形管理基準および規格値
は従来どおり「土木工事施工管理基準及び規格値
(案)」で定められたものとする。また、「土木工事
施工管理基準及び規格値(案)」で計測方法が定めら
れている項目（コア抜きによる厚さ計測等）は本要
領の対象外とする。

本要領に関する工事写真の撮影は以下の要領で行う。
1）写真管理項目（撮影項目、撮影頻度［時期］、提出頻度）

出来形の写真管理項目は、「写真管理基準(案)」による。
2）撮影方法

撮影にあたっては、次の項目を記載した小黒板を文字が判読できるよう
被写体とともに写しこむものとする。
①工事名
②工種等
③出来形計測範囲（始点側測点～終点側測点）
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ＩＣＴ活用工事（地盤改良工）について

～施工履歴データを用いた出来形管理要領(表層安定処理等・中層地盤改良工事編)(案)～

2-5 ICT地盤改良工（安定処理・中層安定処理）（別紙21,22,23）



■ＩＣＴ地盤改良工の対象工法
・適用工種は表層安定処理と路床安定処理（表層安定処理等とよぶ）および中層混合処理
・適用工法は、上記工種のバックホウをベースマシンとするもので、施工履歴データを記録で

きるもの。
・ただし、要領（案）で求める機能をＩＣＴ地盤改良機械が有しており、かつ要領（案）に

記載の精度確認試験で所要の精度を満足する場合は、要領（案）を適用可能

施工履歴データを用いた出来形管理要領 (表層安定
処理等・中層地盤改良工事編）（案）P.2～p.3

適用対象工種・工法 概要図 施工方法 改良材 改良深度 

（施工履歴データで改良 

範囲を記録できるもの） 

 

改良材を必要量均等に散

布し、攪拌装置を用いて所

定の改良深度まで掘り起こ

し、改良材と原地盤の撹拌

混合を行う。 

粉体 
最大 

2m 程度 

 

 

トレンチャ式混合 

（施工履歴データで改良

範囲を記録できるもの） 
 

改良材を吐出しながらトレ

ンチャ式撹拌装置を鉛直方

向に回転させ、撹拌装置を

所定の深度まで貫入させ

る。その状態で攪拌装置を

平面方向に動かし全面を

改良する。 

粉体 

スラリー 

最大 

13m 程度 

 

ロータリー式混合 

（施工履歴データで改良

範囲を記録できるもの） 

 

改良材を吐出しながら撹拌

翼を縦方向または横方向

に回転させ、撹拌装置を所

定の深度まで貫入させた

後引き抜く。この動作を繰

り返して全面を改良する。 

スラリー 
最大 

13m 程度 

 

編 章 節 工 種

共通編
一般

施工

地盤

改良工

路床安定処理工

固結工

（中層混合処理）

河川編

築堤・
護岸

地盤

改良工

表層安定処理工

固結工

（中層混合処理）

樋門・
樋管

地盤

改良工

固結工

（中層混合処理）

河川

海岸編
堤防・
護岸

地盤

改良工

表層安定処理工

固結工

（中層混合処理）

砂防編
斜面

対策

地下

遮断工

固結工

（中層混合処理）

道路編

道路

改良

地盤

改良工

路床安定処理工

固結工

（中層混合処理）

舗 装
地盤

改良工
路床安定処理工

適用工種区分適用対象工法
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撹拌方法
管理ブロックサイズ

幅または直径 奥行または直径 深さ（厚さ）

バックホウ式 バケット幅以下 バケット幅以下 バケット幅以下

トレンチャ式 トレンチャの幅以下 トレンチャの奥行以下 改良深さと同じ（分割しなくてもよい）
ロータリー式
（縦回転・矩形改良）

撹拌翼の幅以下 撹拌翼の奥行以下 １m以下

ロータリー式
（横回転・円形改良）

撹拌翼の直径以下 撹拌翼の直径以下 １m以下

■管理ブロックのサイズ
管理ブロックの矩形または円形サイズは、撹拌装置の幅と奥行きのサイズよりも小さい任意

のサイズに設定される。深さ方向の分割長さは、撹拌回数と改良材注入量を管理する単位に応
じた任意の長さに設定される。

■地盤改良設計データ
・地盤改良設計データとは、設計図書に示されている地盤改良を行う３次元的な施工範囲を下
図のように分割したデータ
・分割された領域を「管理ブロック」と呼ぶ
・地盤改良設計データは、ＩＣＴ地盤改良機械の車載コンピュータに入力され、撹拌装置の施
工位置への誘導（ガイダンスと呼ぶ）や施工範囲・深さの管理に用いられる

２～５ｍ程度

２
～

５
ｍ
程

度

（例）
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■ＩＣＴ地盤改良機械の機器構成

           

出来形管理資料

地盤改良設計データ

1）ＩＣＴ地盤改良機械本体
施工中の施工履歴データ（撹拌装置
軌跡データと施工管理データ）をリ
アルタイムに計測・記録する機能を
有するＩＣＴ地盤改良機械

2）出来形帳票作成ソフトウェア
施工履歴データを用いて、改良範囲
図および施工管理図を作成するソフ
トウェア

■ＩＣＴ地盤改良機械による改良済み範囲の判定方法
・矩形改良の場合、「『撹拌装置の有効な撹拌範囲』が、各管理ブロックの上面および底面の
四隅の点全てを１回以上通過した場合に当該管理ブロックが撹拌された」と判定する。

・円形改良の場合、「『撹拌装置の有効な撹拌範囲』が、各管理ブロックの上面および底面の
円周上の４点すべてを１回以上通過した場合に当該管理ブロックが撹拌された」と判定する。
ここで、円周上の４点は円周を４等分する位置に設定される。

・上記の機能で撹拌されたと判定された管理ブロックは、施工中リアルタイムで車載モニタに
表示される。→改良漏れの防止
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■ＩＣＴ地盤改良機械の事前精度確認試験
・撹拌装置の位置計測精度を確保するため、「要領（案）参考資料－３ 精度確認試験実施手
順書及び試験結果報告書」に従い、施工着手前に精度確認試験を行う。
・ＩＣＴ地盤改良機械の撹拌装置の位置計測精度をＴＳ等による計測値との比較により施工開
始前に確認する。

• ＩＣＴ地盤改良機械の組立て、キャリブレーション完了後、ＩＣＴで記録する撹拌翼の位置（x,y,z（H））を記録
• 同時にＴＳで攪拌翼の位置（x,y,z（H））を計測
• （x,y,z（H））の各成分の差異が±100mm以内であれば要領（案）を適用可能

精度確認試験方法の一例

・ＴＳで計測したX,Y,Z (H)と、
ＩＣＴで計測したX,Y,Z (H)との差を記録

・各成分の差が±100mm以内であれば合格

・撹拌翼先端の中央をＴＳにて計測
・X,Y,Z (H)を記録

撹拌装置の現在位置（ｘ，ｙ，ｚ(H)）の表示

比較

Z：標高、基準点からの座標高さ
H：施工基面からの相対的な深さ
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■ＩＣＴ地盤改良機械を用いた出来形管理方法
・全体改良範囲図を用いて、（実測は不要）
・基準高についてはこれまでどおり、ＴＳ等幅w、延長Lを確認によって計測・管理を行う。
・施工厚さｔは全体改良範囲図で施工範囲全面が着色されていることをもって確認する。
■出来形管理基準及び規格値

表層安定処理等

中層混合処理

全体改良範囲図

・全体改良範囲図

・全体改良範囲図

工種 測定項目 規格値 測定基準 測定箇所

路床安定
処理工

基準高 ▽ ±50
延長40ｍ毎に１ヶ所の割で測定。
基準高は、道路中心線及び端部で測定。
厚さは中心線及び端部で測定。

延長40ｍ毎に１ヶ所の割で測定。
基準高は、道路中心線及び端部で測
定。
厚さは中心線及び端部で測定。

「施工履歴データを用いた出来形管理
要領（表層安定処理等・中層地盤改良
工事編）（案）」による管理の場合は、
全体改良範囲図を用いて、施工厚さt、
天端幅w、天端延長Lを確認（実測は不
要）。

施工厚さ t -50

幅 w -100

延長 L -200

工種 測定項目 規格値 測定基準 測定箇所

表層安定
処理工

（ICT施工の
場合）

基準高 ▽
特記仕様
書に明示

施工延長10ｍにつき、１測点当たり５点
以上測定。

法長 ℓ -500

天端幅 w -300

「施工履歴データを用いた出来形管理
要領（表層安定処理・中層地盤改良工
事編）（案）」に記載の全体改良平面
図を用いて天端幅w、天端延長Lを確認
（実測は不要）

天端延長 L -500

工種 測定項目 規格値 測定基準 測定箇所

固結工

（中層混合
処理）

基準高
▽

設計値
以上

1,000m3～4,000m3につき１ヶ所、又は施
工延長40m（測点間隔25mの場合は50m）
につき１ヶ所。

1,000m3以下、又は施工延長40m（50m）以
下のものは１施工箇所につき２ヶ所。
施工厚さは施工時の改良深度確認を出来
形とする。

「施工履歴データを用いた出来形管理
要領（表層安定処理等・中層地盤改良
工事編）（案）」による管理の場合は、
全体改良範囲図を用いて、施工厚さt、
幅w、延長Lを確認（実測は不要）。

施工厚さ
t

設計値
以上

幅 w
設計値
以上

延長 L
設計値
以上

2-5 ICT地盤改良工（安定処理・中層安定処理）（別紙21,22,23）



 出来形管理写真基準

工事写真の撮影管理項目は、「写真管理基準(案)」による
が、全体改良範囲図に加えて施工管理図または施工管理
データグラフを提出する場合は、出来形管理に関わる写真
管理を省略できる。

【省略できる出来形管理に関わる写真管理項目の例】
①施工前の区画割の現地へのマーキング状況の写真
②施工基面への撹拌装置の０セット時の写真
③残尺計測状況写真
④区画割ごとの出来形写真(改良位置,改良厚,改良幅,改良延長について)

※「写真管理基準(案)」が改定前のため平成31年度時点では
省略は行わない。（改定後省略可）

 出来形管理資料

・施工管理図 または 施工管理データグラフ

中層混合処理 中層混合処理

施工管理図
施工管理データグラフ

2-5 ICT地盤改良工（安定処理・中層安定処理）（別紙21,22,23）



ＩＣＴ舗装工の計測方法のカイゼンについて

3-1 ICT舗装工の計測効率の改善



・改定の効果：最大で従来より２倍の効率でＴＬＳ出来形計測が可能となる。

：TLS直下点群欠測：TLS計測範囲

改定前のスキャン例 改定後のスキャン例

１. ＴＬＳ直下の点群抜けを許容する旨、出来形管理要領へ追記。
・地上型レーザースキャナー（ＴＬＳ）により舗装面等を計測する場合、機器直下部の半径数ｍ

において点群が取得できないため、盛り替え回数が増加し生産性向上の阻害要因となっていた。
・舗装工の施工手法から、機器直下部分のみ施工精度が悪化することはない。

実際のスキャンイメージ

○ 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）

２.ＴＬＳ等により得られる点群データから計算によりσを算出する方法を選択できる旨、
出来形管理要領に追記。

・「出来形管理基準及び規格値（案）」における舗装表層の平坦性指標（σ）を計測するため
には、３mプロフィルメーターを曳いて路面上を歩行する必要があった。

点群データからの算出（改定後）プロフィルメータによる計測（改定前）

改定ポイント

改定ポイント
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ＴＬＳによる出来形計測
ＴＬＳ計測の実施
出来形計測は、計測対象範囲内で0.01m2（0.1m×0.1mメッシュ）あたり１点以上の計測点が得られる
設定で計測を行う。また、１回の計測距離は、２－２で実施した精度確認の距離範囲内とする。
(ただしＴＬＳ直下の欠測は許容する。)

出来形計測箇所
ＴＬＳによる出来形管理における出来形計測箇所は、下図に示すとおりとする。計測範囲は、３次元
設計データに記述されている管理断面の始点から終点とし、全ての範囲で0.1mメッシュに１点以上の
出来形座標値を取得すること。(ただしＴＬＳ直下の欠測は許容する。)

・厚さあるいは標高較差管理におけるＴＬＳ直下の欠測の取り扱い
ＴＬＳ直下は計測機器の特性により直下の一定範囲の点群が取得できない。よって厚さあるいは標高
較差管理においては欠測部を含む一定範囲を除外してもよい。なお、設計面に対する除外範囲の割合
が10％を超えないものとする。

課題：地上型レーザースキャナー（ＴＬＳ）により舗装面等を計測する場合、機器直下部の
半径数ｍにおいて点群が取得できないため、盛り替え回数が増加し生産性向上の阻害要因
となっている。

対策：舗装工の施工手法から、機器直下部分のみ施工精度が悪化することはないため、
ＴＬＳ直下の点群抜けを許容する旨を、出来形管理要領に記載する。

対象要領：
① 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）

- 要領（案）記載内容 -
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改定効果：ＴＬＳ直下の欠測を補完するため、計測回数を増やして欠測部分を補完していたが、
欠測が許容される事により、ＴＬＳの最大距離で計測が可能となり、従来より最大二倍の効率
で、ＴＬＳ出来形計測が可能となる。

- 前年度計測イメージ -

欠測部を含む一定範囲を除外しても良いが、
設計面に対する除外範囲の割合が１０％を
超えないものとする。

除外割合の算出方法：

延長１５０ｍの場合
（２ｍ＋２ｍ＋２ｍ）／１５０ｍ＝４％

改定前は最大計測距離の半径毎に盛替えを行い、ＴＬＳ直下点群欠測部分を補完する必要があった。
改定後は最大計測距離の直径毎に盛替えが可能となり、計測範囲が拡大された。

：ＴＬＳ配置位置（欠測部分）：ＴＬＳ計測範囲

改定前のスキャン例 改定後のスキャン例

出来形管理範囲出来形管理範囲

ＴＬＳ最大計測範囲 ＴＬＳ最大計測範囲

盛替え①

盛替え②

盛替え③

盛替え④

盛替え①

盛替え②

欠測部における除外範囲
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欠測を補完しながら計測

3-1 ICT舗装工の計測効率の改善
地上型レーザースキャナー直下欠測の許容



出来形帳票作成ソフトウェア
-出来形管理基準上の管理項目の計算結果の出力

平坦性は、従来の３ｍプロフィルメーター等から計測する手法の他、計測点群データより算出すること
ができる。

-出来形分布図
平坦性については、従来の様式を使用する。点群から算出する場合、平坦性は従来の３ｍプロフィル
メーターによる手法に相当するデータを計測点群から抽出し、整理する

出来形管理資料の作成
-出来形管理図表 – 平坦性

平坦性は従来どおり測定し、結果を提出する。点群から算出する場合、平坦性は従来の３ｍプロフィル
メーターによる手法に相当するデータを計測点群から抽出し、整理する。

課題：「出来形管理基準及び規格値（案）」における舗装表層の平坦性指標（σ）を計測するため
には、３mプロフィルメーターを用いて路面上を歩行する必要があった。

対策：ＴＬＳ等により得られる点群データから計算によりσを算出する方法を選択できる旨を、
出来形管理要領に追記。

対象要領：
① 地上型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）
② 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工事編）（案）

- 要領（案）記載内容 -

管理基準及び規格値
-出来形管理基準及び規格値

平坦性については、従来どおり測定を行う。なお、計測点群データを用いて平坦性算出を行ってもよい。
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x y z
始点 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○

1 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○ ○○○
2 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○ ○○○
3 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○ ○○○
4 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○ ○○○
5 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○ ○○○
6 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○ ○○○
7 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○ ○○○
8 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○ ○○○
9 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○ ○○○

10 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○ ○○○
11 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○ ○○○
12 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○ ○○○
13 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○ ○○○

終点 ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○ ○○○○○
データ数 13 計 ○○○ ○○○
平坦性(mm) ○○○

平坦性管理
工事名　　　○○舗装工事
測定開始点　No○○
測定終了点　No○○
側線距離　　○○m
シート番号　1/1
測定日　　　○○年○○月○○日

変位量の
２乗(mm2)

備考
○○○

測定Ｎｏ
測定点座標(m) 標高値

(m)
変位量
(mm)

従来手法における平坦性の計測 計測点群データを利用した平坦性の算出

参考資料 計測点群データを用いた平坦性算出

従来法の３ｍプロフィルメーターなどでの測定方法を踏襲し、計測点
群データにおいて車道中心線から１ｍ離れた計測ライン上にて、始点
より延長1.5ｍ毎の箇所を中心として直径200mmの円形範囲内に入る点
群を選択し、選択された点群の平均標高を当該箇所の標高値とする。
計測ライン上で得られた延長1.5ｍ毎の標高値を用いて以下の式により
平坦性σを算出できる。

σ：平坦性
ｘ：変位量（ｋ番目の標高値に対するｋ－１番目とｋ＋１番目の標高
値の平均値との差分）
ｎ：変位量データ数

点群から算出した場合の平坦性管理表 作成例
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ＩＣＴ土工・舗装工の計測技術の拡張について
～モービルマッピングシステムの活用～

3-2 ICT土工･舗装工の計測技術の拡張



＜追記事項＞
• 地上移動体搭載型レーザースキャナの技術として、モービルマッピングシステム（MMS）を追記
• GNSSとIMUの組み合わせにおける精度確認手法を明確にした

＜対象要領＞
• 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）（案）
• 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（土工編）（案）
• 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（舗装工編）（案）
• 地上移動体搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理要領（舗装工編）（案）

- 要領（案）記載内容 -

主要機器の構成およびシステム概要 精度確認試験概要・条件（例）

【モービル・マッピング・システム（ＭＭＳ）】
ＭＭＳは、車両にＧＮＳＳアンテナ、レーザースキャナー、カメラなどの機器を搭載し、走行しながら道路や周辺の３次元座標データと画
像データを取得できる車載型計測システムです。公共測量作業規程の準則では車載写真レーザー測量と規定されています。

用語の解説

計測手順と留意事項
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※1
車両に固定した位置姿勢特定システム

※2
車両に搭載した座標取得装置（レーザースキャナ）、
カメラ等

※3
取得したデータを処理するシステム類

※4
地上移動体の位置および姿勢を特定する機器の仕
様と精度を記載

※5
地上移動体に搭載するレーザースキャナの仕様と精
度を記載
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※1
位置を補正するため、基地局を設置

※2
位置を調整するための点

※3
【土工の場合】
精度確認用の検証点を配置する

【舗装工の場合】
精度確認用の検査面・検証点を設置する。
検査面は計測対象面上に１㎡の範囲を設定する。
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例）

要求精度に対して最も不利になるような以下の条件を設定する。
＜条件①＞
水平位置、標高を調整するための標定点において、GNSS衛星の受信数やDOP値などを参照してGNSS衛星の受信障害がない場合
を条件に現場状況に応じて適切な間隔で配置する。
土工例）要求精度の±50mmに対しては、〇ｍに2点以上設置する。
舗装工例）要求精度（鉛直±4mm、水平10mm）に対しては、〇ｍに2点以上設置する。

＜条件②＞
計測面への入射角が小さくなるほど精度が低下する傾向がある。また、距離に応じて点群密度も粗くなる。
土工例）要求精度の±50mmに対しては、移動体の真横方向に対して最大計測可能幅○○m以内とする。
舗装工例）要求精度（鉛直±4mm、水平10mm）に対しては、移動体の真横方向に対して最大計測可能幅○○m以内とする。

＜条件③＞
車の走行速度が速いほど進行方向の点群密度が粗くなる。
土工例）要求精度の±50mmに対しては、時速□㎞/hで走行する。
舗装工例）要求精度（鉛直±4mm、水平10mm）に対しては、時速□㎞/hで走行する。

車載したＬＳにて進行方向に対して横向きにレーザー計測を行う。また、自己位置と方位はＧＮＳＳとＩＭＵの組合せによ
り求める。

検査面・検証点等は計測中に動かないよ
うにする

本システムを用いる場合は、水平位置・標高を調整するための標定点の間隔についての条件が追加となる

実際の計測はこの条件以内で実施する

土工の精度確認試験における確認の範囲 舗装工の精度確認試験における確認の範囲
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